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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第８期 第９期 第10期 第11期 第12期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 （千円） － 807,219 1,194,131 1,351,120 －

経常損失 （千円） － 325,652 247,585 179,166 －

当期純損失 （千円） － 405,458 237,880 187,783 －

純資産額 （千円） － 451,656 728,690 560,297 －

総資産額 （千円） － 1,183,327 1,494,412 1,039,269 －

１株当たり純資産額 （円） － 45,102.55 60,835.70 46,329.42 －

１株当たり当期純損失金

額
（円） － 40,489.19 21,910.35 15,587.53 －

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） － 38.2 48.8 53.9 －

自己資本利益率 （％） － － － － －

株価収益率 （倍） － － － － －

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） － △329,881 △382,229 △116,290 －

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） － △26,046 △49,670 △53,474 －

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） － 484,508 438,145 △435,703 －

現金及び現金同等物の期

末残高
（千円） － 857,589 864,775 264,493 －

従業員数

（外、平均臨時雇用者数）
（人）

－

(－)

53

(－)

58

(－)

56

(－)

－

(－)

  （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失が

計上されているため記載しておりません。

３．従業員数は、就業人員数を表示しております。

４．第12期において連結子会社であったVisual Nexus Limitedは、当社が保有する株式をすべて売却したため、連結

子会社ではなくなりました。この結果、第12期においては、連結財務諸表は作成しておりません。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第８期 第９期 第10期 第11期 第12期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 （千円） 1,570,245 803,811 1,173,860 1,328,358 1,141,927

経常利益又は経常損失(△) （千円） 160,269 △273,217 △172,597 △81,349 △142,343

当期純利益又は当期純損失

(△)
（千円） 90,357 △356,964 △169,588 △331,029 △206,097

持分法を適用した場合の投

資利益
（千円） － － － － －

資本金 （千円） 365,200 365,200 623,188 630,336 726,131

発行済株式総数 （株） 10,014 10,014 11,978 12,091 14,828

純資産額 （千円） 876,795 499,802 846,189 529,456 519,278

総資産額 （千円） 1,085,447 1,223,820 1,592,319 997,979 1,013,448

１株当たり純資産額 （円） 87,556.94 49,910.36 70,645.33 43,789.31 34,728.15

１株当たり配当額

（うち１株当たり中間配当

額）

（円）
2,000

－

－

－

－

－

－

－

－

－

１株当たり当期純利益金額

又は当期純損失金額(△)
（円） 9,023.09 △35,646.57 △15,620.21 △27,478.15 △17,004.74

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
（円） 8,895.18 － － － －

自己資本比率 （％） 80.8 40.8 53.1 53.1 50.8

自己資本利益率 （％） 10.7 － － － －

株価収益率 （倍） 21.5 － － － －

配当性向 （％） 22.2 － － － －

営業活動によるキャッシュ

・フロー
（千円） △391,282 － － － △148,143

投資活動によるキャッシュ

・フロー
（千円） △31,432 － － － 40,981

財務活動によるキャッシュ

・フロー
（千円） △19,785 － － － 185,919

現金及び現金同等物の期末

残高
（千円） 726,942 － － － 330,238

従業員数

（外、平均臨時雇用者数）
（人）

56

(－)

50

(－)

54

(－)

52

(－)

37

(－)

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第９期から第12期における潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するもの

の１株当たり当期純損失が計上されているため記載しておりません。

３．従業員数は、就業人員数を表示しております。

４．第11期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号　平成17年12月９日）を適用しております。
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２【沿革】

年月 事項

平成８年７月 ㈱トーメンのＥＣ関連事業立上げを目的として、東京都港区赤坂にトーメンサイバービジネス株

式会社（資本金50百万円）を設立。（注）

平成10年２月 ネットインフラ構築事業を開始。

平成11年11月 集合住宅ブロードバンド化機器（HomePNA製品）の販売を開始。

平成12年４月 ネット関連ソフトウェア事業を開始。

平成12年７月 業務拡大に伴い、本社を東京都港区港南に移転。

平成13年10月 米国Tarantella,Inc.より同社製品の日本独占販売代理店権を取得。

平成14年２月 HomePNAの後継機種であるVDSLを韓国Digital Network Alacarte社と共同開発、販売を開始。

平成15年３月 東京証券取引所マザーズに株式を上場。

平成15年６月 自社開発ソフトウェア製品Visual Nexusの販売を開始。

平成16年３月 ダイワボウ情報システム㈱が㈱トーメンより当社株式を取得し、主要株主となる。

平成16年４月 Visual Nexusの海外展開を目的として、英国にVisual Nexus Limitedを設立。

平成17年10月 JMAM Value Driver 投資事業組合を引受先として、第三者割当増資を実施。

平成18年10月 商号をTCBテクノロジーズ株式会社に変更。

平成19年５月 Visual Nexus事業を沖電気工業株式会社に譲渡。

平成20年３月 JTC Partner Fundを引受先として、第三者割当増資を実施。

　（注）株式会社トーメンは、平成18年４月１日付で豊田通商株式会社と合併し、豊田通商株式会社となっております。
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３【事業の内容】

当社の事業の概要について

　当社は、ユーザーの生産性、事業効率、利便性、快適性、安全性を向上させる情報通信関連製商品・サービスを提供

しております。

　当社の事業は、前期末まで「ネットインフラ構築事業」、「ネット関連ソフトウェア事業」から構成されておりま

したが、平成19年５月21日に「ネット関連ソフトウェア事業」のうちの「ビジュアルコミュニケーション部門」を

沖電気工業株式会社に事業譲渡いたしました。これに伴い事業構成を変更し、従来「ネット関連ソフトウェア事

業」に属していた「ミドルウェア部門」と「ネットインフラ構築事業」に属していた「クラスターサーバー部

門」（前年度までの名称は「センターソリューション部門」）とを統合し、新たに「サーバーソリューション事

業」といたしました。これにより、当期の当社の事業は、「ネットインフラ構築事業」、「サーバーソリューション

事業」および平成19年４月１日から同５月21日までの「ネット関連ソフトウェア事業」の三事業体制となってお

ります。　　　　

　なお、上述した「ビジュアルコミュニケーション部門」の事業譲渡に伴い、「Visual Nexus Limited」も当社の子会

社ではなくなりました。

　また、事業構成を変更したことに伴い、以下において部門業績数値の前期比較を行っておりません。

各事業の前期との相関関係は以下のとおりです。

　当社の事業の系統図は以下の通りです。
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(1)ネットインフラ構築事業

①「アクセスソリューション部門」

　「アクセスソリューション部門」では、集合住宅のブロードバンド化用通信機器・ソリューション、ホテル・病院

・イベントホールなどの来訪者向け施設のブロードバンドアクセスに必要な通信機器ソリューション等の開発・

販売および集合住宅における放送・通信の光統合ソリューションの提供を行っております。これらに加え、人・物

の位置情報管理や環境情報のセンシングなどのためのユビキタスセンサーネットワーク関連製品の開発を行って

おります。

(2)サーバーソリューション事業

①「ミドルウェア部門」

　「ミドルウェア部門」では、米国Sun Microsystems社(旧Tarantella社)および英国Propalms社が開発・販売するアプリ

ケーションサーバー系ミドルウェア製品等の輸入・日本語化・販売を行っております。なお、同部門の新たな製品

として、温暖化ガス排出削減に資するIT-ECO製品をリリースし、有力代理店との契約・大手ユーザーとの販売契約

交渉が詰めの段階にあります。

②「クラスターサーバー部門」

　「クラスターサーバー部門」では、主としてクラスターサーバーソリューションに使用されるInfiniBand関連通信

機器を米国QLogic社より仕入れ、国内大手SI等に販売しております。

(3)ネット関連ソフトウェア事業

①「ビジュアルコミュニケーション部門」

　「ビジュアルコミュニケーション部門」では、インターネット環境で多地点ビデオ会議を実現するための自社開

発ソフトウェアの「Visual Nexus」を主力製品として国内外で販売しておりましたが、平成19年５月21日付で沖電気

工業株式会社に同部門の全事業を譲渡いたしました。

４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業内容
議決権の所有（被
所有）割合

（％）
関係内容

(その他の関係会社)    (被所有)  

ダイワボウ情報シス

テム㈱（注）
大阪市中央区 11,300

コンピュータ機器

及び周辺機器の販

売等

20.3 役員の兼任あり。

　（注）　有価証券報告書提出会社であります。

５【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

　 平成20年３月31日現在

従業員数（人） 　平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

37 41.1 4.1 6,876,630

（注）１．従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含めております。）

で記載しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．従業員数は、前事業年度末に比較し15名減少しておりますが、この主たる要因は、平成19年5月21日のビ

ジュアルコミュニケーション部門の事業譲渡に伴う同部門の従業員14名の退職であります。

(2) 労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1) 業績

①売上高

　当事業年度の売上高は、アクセスソリューション部門は388百万円、ミドルウェア部門は182百万円、クラスター

サーバー部門は560百万円、平成19年5月21日に沖電気工業株式会社に譲渡したビジュアルコミュニケーション部門

は10百万円、合計で前期比186百万円減収の1,141百万円となりました。

　当事業年度に譲渡したビジュアルコミュニケーション部門以外の部門の状況は、以下のとおりです。

i) アクセスソリューション部門

　来訪者施設向け通信機器関連製商品は、主としてホテル・賃貸マンション等の来訪者施設向けに営業展開してお

りますが、前期に比して大型案件が少なく、特にVDSL製品において大きく売上高を減じました。また、新規開発製品

として市場投入を開始しましたユビキタスセンサーネットワーク関連製品は、児童見守りシステム他に採用実績を

残しましたが大きく売上高を伸ばす要因には未だ至っておりません。マンション向け光統合システムを主力とする

集合住宅施工関連ビジネスの売上高は前期比微増となりましたが、主として新築マンションにおける光統合システ

ムの需要増により次期に向けて、当期売上高相当の受注残を積み上げております。

ii)クラスターサーバー部門

　大型１案件のスケジュールの遅れ、大型１案件の失注という想定外の事態が発生いたしましたが、その他の大小案

件を着実に取り込み売上高は伸長いたしました。前述のスケジュールの遅れた大型１案件は既に受注済みであり、

次期の当部門の売上は更なる伸びが見込まれます。

iii)ミドルウェア部門

　SBCツール製品群の一製品が大手客先のスケジュール遅延により売上を減じました。当期後半に新製品として発表

したIT-ECO製品群の反響は大きく、大手企業との提携を含む複数のプロジェクトが進行中ですが、当期において当

部門の売上へ大きく貢献するには至っておりません。

②売上原価

　売上原価は、主として製商品とそれらを構成する部品やサービスの購入費およびソフトウェアロイヤリティー費

用から構成されます。売上高に対する売上原価比率は、当事業年度は59.7％（前期54.4％）となりました。

③売上総利益

　売上高の前期比186百万円減収に伴い、売上総利益も減益となり前期比145百万円減益の459百万円となりました。

売上総利益率は、40.3％（前期45.6％）となりました。売上総利益率の減少は相対的に売上総利益率の高いビジュア

ルコミュニケーション部門製品とミドルウェア部門の旧来製品の全体売上に占める割合の低下によるものです。

④販売費及び一般管理費

　販売費は、主に広告宣伝費、一般管理費は、主に人件費、地代家賃、支払報酬等であります。当事業年度の販管費は、

587百万円と前期比98百万円の減少となりました。内訳は、平成19年5月21日付で沖電気工業株式会社に譲渡したビ

ジュアルコミュニケーション部門にかかる販管費減少が191百万円、クラスターサーバー部門およびミドルウェア

部門における事業拡大のための販管費増加が90百万円であります。広告宣伝活動としては、製商品を市場に浸透さ

せるため、業界専門紙誌への広告掲載、カタログ作成、セミナーの開催等、身の丈にあった活動を継続しております。

　当事業年度の広告宣伝費は17百万円であり、主として新たに市場投入したIT-ECO製品の市場浸透を図るためのも

のであります。

⑤営業利益

　当事業年度の営業損失は、前期比47百万円悪化の127百万円となりました。

⑥営業外収益および費用

　平成20年3月28日に実行した増資にかかる費用16百万円を営業外費用に計上いたしました。

⑦経常利益

　当事業年度の経常損失は、前期比60百万円悪化の142百万円となりました。

⑧特別損益

　ビジュアルネクサス関連の貸付金について全額貸倒引当金を計上、また固定資産について減損処理をしたこと等

により61百万円の特別損失を計上いたしました。なお、前期には事業譲渡関連の特別損失として264百万円を計上し

ております。

⑨法人税等

　特筆すべきものはありません。
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⑩当期純利益

　当事業年度の当期純損失は、前年同期比124百万円良化の206百万円となりました。

(2) キャッシュ・フロー

　当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前期末に比べ78百万円増加し、当事業年度

末には330百万円となりました。

　当事業年度における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果使用した資金は148百万円となりました。

　これは主として、税引前当期純損失203百万円によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果得られた資金は40百万円となりました。

　収入の主な内訳は、沖電気工業株式会社に譲渡したビジュアルネクサス事業の事業譲渡による収入66百万円であ

ります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動による収入は、株式発行による収入185百万円であります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当事業年度の生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門別

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

金額（千円）

サーバーソリューション事

業

クラスターサーバー部門 －

ミドルウェア部門 5,140

　 小計 5,140

ネットインフラ構築事業 アクセスソリューション部門 137,949

ネット関連ソフトウェア事

業
 ビジュアルコミュニケーション部門 －

全社合計 143,089

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．上記の金額は、個別原価計算による製造原価であります。

３．当事業年度より、センターソリューション部門はクラスターサーバー部門に改称しております。

４．当事業年度より、事業区分を変更しております。詳細は第一部「企業情報」第１「企業の概況」３「事業の

内容」をご覧ください。

旧事業区分（参考）

ネットインフラ構築事業：アクセスソリューション部門、センターソリューション部門

ネット関連ソフトウェア事業：ビジュアルコミュニケーション部門、ミドルウェア部門

５．事業区分の変更に伴い、事業部門別数値の前期比較は行っておりません。

(2）仕入実績

　当事業年度の仕入実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門別

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

金額（千円）

サーバーソリューション事

業

クラスターサーバー部門 373,943

ミドルウェア部門 75,179

　 小計 449,122

ネットインフラ構築事業 アクセスソリューション部門 157,445

ネット関連ソフトウェア事

業
 ビジュアルコミュニケーション部門 486

全社合計 607,054

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．ビジュアルコミュニケーション部門及びミドルウェア部門においては、支払ロイヤリティを含んだもので

     あります。

３．当事業年度より、センターソリューション部門はクラスターサーバー部門に改称しております。

４．当事業年度より、事業区分を変更しております。詳細は第一部「企業情報」第１「企業の概況」３「事業の

内容」をご覧ください。

旧事業区分（参考）

ネットインフラ構築事業：アクセスソリューション部門、センターソリューション部門

ネット関連ソフトウェア事業：ビジュアルコミュニケーション部門、ミドルウェア部門

５．事業区分の変更に伴い、事業部門別数値の前期比較は行っておりません。
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(3）受注状況

　当事業年度の個別受注に基づく受注実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門別

当事業年度

（自　平成19年４月１日
　　至　平成20年３月31日）

受注高 受注残高

金額（千円） 金額（千円）

サーバーソ

リューション事

業

クラスターサーバー部門 － －

ミドルウェア部門 9,000 －

　 小計 9,000 －

ネットインフラ

構築事業
アクセスソリューション部門 261,059 141,372

ネット関連ソフ

トウェア事業

ビジュアルコミュニケーション

部門
－ －

全社合計 270,059 141,372

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．当事業年度より、センターソリューション部門はクラスターサーバー部門に改称しております。

３．当事業年度より、事業区分を変更しております。詳細は第一部「企業情報」第１「企業の概況」３「事業の

内容」をご覧ください。

旧事業区分（参考）

ネットインフラ構築事業：アクセスソリューション部門、センターソリューション部門

ネット関連ソフトウェア事業：ビジュアルコミュニケーション部門、ミドルウェア部門

４．事業区分の変更に伴い、事業部門別数値の前期比較は行っておりません。

EDINET提出書類

ＴＣＢテクノロジーズ株式会社(E05330)

有価証券報告書

10/83



(4）販売実績

　当事業年度の販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門別

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

金額（千円）

サーバーソリューション事

業

クラスターサーバー部門 560,521

ミドルウェア部門 182,656

　 小計 743,177

ネットインフラ構築事業 アクセスソリューション部門 388,235

ネット関連ソフトウェア事

業
 ビジュアルコミュニケーション部門 10,514

全社合計 1,141,927

（注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２．当事業年度より、センターソリューション部門はクラスターサーバー部門に改称しております。

３．当事業年度より、事業区分を変更しております。詳細は第一部「企業情報」第１「企業の概況」３「事業の

内容」をご覧ください。

旧事業区分（参考）

ネットインフラ構築事業：アクセスソリューション部門、センターソリューション部門

ネット関連ソフトウェア事業：ビジュアルコミュニケーション部門、ミドルウェア部門

４．事業区分の変更に伴い、事業部門別数値の前期比較は行っておりません。

５．当事業年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績に対する割合は、次のとおりであります。

相手先

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

㈱エフ・エフ・シー 165,084 12.4 310,723 27.2

大興電子通信㈱ 156,351 11.8 － －

（注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２. 前事業年度において主要な販売先であった大興電子通信㈱は、当事業年度より当該販売実績の総販売実績に

対する割合が100分の10未満となったため、記載を省略しております。
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３【対処すべき課題】

①営業利益の黒字化

　最大の経営課題は、営業利益の黒字化であります。過去継続してきた事業ポートフォリオの組み換えや製品ポート

フォリオの組み換えを通じ、ようやくこの課題をクリアできる目処がつきましたが、引き続き黒字体制の確立・強

化に向けて取り組んでまいります。このため、既存ビジネスの拡充・拡大は勿論のこと、新規安定商権の確立に努め

てまいります。　

 ②内部統制体制の構築

　平成20年度より実施される「財務報告の信頼性に関する内部統制」に向けての体制を整えており、月次ベースで

の内部監査活動を継続してまいります。

　

４【事業等のリスク】

　当社の経営成績、株価及び財政状態等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには、実現の可能性の低いものも含めて以

下のようなものがあります。なお、以下のリスクは、当社の事業等に関する全てのリスクを網羅したものではありませ

ん。また、文中における将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。

(1) 当社のビジネスモデルについて

　当社は、これまで、技術の進化、市場の変化等に応じて、その時々に最適の事業ポートフォリオを構築し、成長を持続

すべく努めてまいりました。このようなビジネスモデルは、時機に適した事業ポートフォリオの構築に失敗するリス

クも存在し、かかるリスクが実現した場合には、当社の事業および経営成績に影響を与える可能性があります。

　一部の部門では、売上高に占める特定の製商品の割合および仕入高に占める特定の仕入先の割合が高くなっており

ます。このため、当社が当該製商品の競争力が低下する以前に新たな製商品を開発・導入できない場合には、当該事業

部門の売上高が減少し、当社の事業および経営成績に影響を与える可能性があります。また、特定の仕入先の割合が高

くなっていることから、当該仕入先より調達する製商品の調達が不安定または不能になる、あるいは当該仕入先の経

営状況、経営方針の変化等の影響を受け当該事業部門の売上高が減少し、当社の事業および経営成績に影響を与える

可能性もあります。

　また、一部の部門においては案件結了までの期間が長期化の傾向にあり、期中結了予定が次期にずれ込むことにより

当初見通しに大きな影響を与える可能性があります。

(2) 為替相場の変動について

　当社は一定の製商品の購入代金、ロイヤリティ及びサービスの対価を外貨建てで支払っている一方、現在の売上の大

半は日本国内の相手先に対して円建てで行っているため、為替相場の変動は当社の業績に影響を与える可能性があり

ます。当社は為替予約、その他為替に関するデリバティブ取引は行っておりません。

(3) 当社の事業体制について

①小規模組織について

　当社は平成20年３月31日現在で常勤取締役４名、従業員37名、業務委託および派遣人員6名と比較的会社の規模が

小さく、内部管理体制もこのような規模に応じたものになっております。したがって、経営陣・幹部社員はもとより

各従業員の執務に何らかの支障が発生した場合、代替要員の不在、業務引継作業の遅滞等の理由により当社の業務

遂行に影響を与える可能性があります。

②人材の確保育成について

　当社の成長を実現していくためには、技術・営業・管理において優秀な人材をその規模に応じ最適バランスを

もって配置していく必要があります。中途採用と新卒採用の組み合わせにより優秀な人材を確保・育成していく人

事方針ですが、優秀な人材の確保・維持に齟齬が生じた場合、当社の経営成績に影響を与える可能性があります。

③技術革新等への対応について

　当社が活動する市場は、急速な技術の進化・変容、頻繁な競合新製品の登場、短い商品ライフサイクルを特徴とし

ており、当社がかかる市場の変化等に適時・的確に対応し得ない場合、当社の事業および経営成績に影響を与える

可能性があります。また、当社の主要製品の製造者・サプライヤー、主要な仕入先や販売先も同様に市場の変化等の

リスクにさらされており、これらの当社関係先企業においてかかるリスクが顕在化した場合にも、当社の事業およ

び経営成績に影響を与える可能性があります。
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(4) 特定の販売先への依存について

　当社の当事業年度の売上高において、クラスターサーバー関連製品販売先である株式会社エフ・エフ・シーへの売

上金額の割合が27.2％を占めております。また、当社の主要販売先であるSI/VARのそれら顧客からの受注獲得やそれら

顧客への販売の情況は、当社の事業および経営成績に大きく影響します。

(5) 経営上の重要な契約等について

「 第２　事業の状況　５　経営上の重要な契約等」の箇所に記載しております。

(6) 主要な知的財産権について

　当社は、独自開発の通信機器、ソフトウェアやビジネスモデルに関して、商標権、特許権、実用新案権等の登録対象と

なる可能性のあるものについては、その登録を目指し出願の検討等の対応を行ってまいります。しかし、他社が当社よ

りも先にその権利を取得した場合、その差止請求権等の行使や過去を含むライセンス料相当額の損害賠償請求を受け

て当社事業の継続が困難になる可能性、またはライセンス契約締結を余儀なくされることによりライセンス料支払義

務が課されるなど、当社事業が制約される可能性があるほか、そもそもライセンスの許諾が受けられず使用不能とな

る可能性もあります。

(7) 関係会社等に関する事項

　当社はダイワボウ情報システム㈱の関係会社であります。当事業年度末現在、ダイワボウ情報システム㈱の所有する

当社株式は、3,004株（発行済株式総数の20.26%）であります。

　同社と当社との関係については、資本関係、業務関係および人的関係において密接であります。当社としては、同社と

の関係を重視しつつ、当社の事業展開・重要な意思決定にあたっては、当社独自の経営方針に従っており、同社からの

経営の独立性は確保されていると認識しております。

　当社の当事業年度における同社およびその企業グループとの取引高は、売上高80百万円(売上高の7.1％)であります。

なお、当社が事業活動を行う上で、承認事項などの制約はありません。また、取引条件等も個別協議で決定されており、

グループ外企業の取引条件と同等のものになっております。

(8) ストックオプション行使に伴う株式価値の希薄化について

　当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該制度は会社法第236条、第238条および第239条の規定に基

づき、ストックオプションとしての新株予約権を発行するものであります。当該ストックオプション制度の概要は、「

 第４　提出会社の状況　１.株式等の状況　(2)新株予約権等の状況　(8)ストックオプション制度の内容」の箇所に記載

しております。

　当社は、今後も優秀な人材の確保のために、同様のインセンティブプランを継続して実施していく予定であり、これ

らの新株予約権の行使が行われた場合には、当社の１株当たりの株式価値は希薄化し、当社株価形成に影響を与える

可能性があります。

(9) 当社による第三者の知的財産権の侵害について

　当社は、現時点において第三者より知的財産権に関する侵害訴訟を提起されたり、侵害の主張を受けてはおりません

が、将来的に当社が開発、製造、販売する全てのソフトウェア、ハードウェアに関し、第三者より知的財産権の侵害に関

する請求を受けたり、訴訟を提起される可能性がないとは断言できません。

　殊に、当社が代理店として販売している製品と競合する新製品を当社が開発し、または独自に販売する場合には、販

売代理店契約上の制約の有無とは別に、知的財産権等を根拠とした請求、クレーム等を受ける蓋然性が高まる場合も

想定されます。これらの請求、クレーム、訴訟が発生すれば、当社の業績に影響を与える可能性があります。
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５【経営上の重要な契約等】

１）アクセスソリューション部門

相手方の名称 国名 契約品目 契約内容 契約期間

Digital Network 

Alacarte Co., Ltd.
韓国 4バンド　VDSL製品

同社の製品を、国内で独占的に販売を

行う権利の取得。

平成14年３月１日

から３年間、以後３

年毎の自動更新

IP3 Networks, 

Inc. (注)
 米国 

ネットアクセス製品シ

リーズ

同社の製品を国内で販売を行う権利

の取得。

平成16年11月12日

から１年間、以後１

年毎の自動更新

２）ミドルウェア部門

相手方の名称 国名 契約品目 契約内容 契約期間

SunMicrosystems,

Inc.
米国 Tarantellaシリーズ 

同社の製品を、国内で販売を行う権利

の取得。

平成18年6月1日か

ら１年間、以後毎年

見直し

Propalms　Ltd.  英国 Propalms TSE

同社のソフトウェア製品を日本語化

し、国内で独占販売を行う権利の取

得。ソフトウェアの対価は、ロイヤリ

ティで支払う。

平成17年９月27日

から３年間、以後１

年毎の自動更新

MKS Software Inc. 米国  MKS X/Server

同社のソフトウェア製品を日本語化

し、国内で販売を行う権利の取得。ソ

フトウェアの対価は、ロイヤリティで

支払う。

平成18年12月1日か

ら1年間。以後１年

毎の自動更新

Verdiem 

Corporation
米国  Surveyor

同社のソフトウェア製品を日本語化

し、国内で販売を行う権利の取得。

平成19年7月１日か

ら１年間、以後１年

毎の自動更新

GreenPrint 

Technologies LLC
米国  GreenPrint

同社のソフトウェア製品を日本語化

し、国内で独占販売を行う権利の取

得。ソフトウェアの対価は、ロイヤリ

ティで支払う。

平成19年9月5日よ

り3年間。以後１年

毎の自動更新。

３）クラスターサーバー部門

相手方の名称 国名 契約品目 契約内容 契約期間

SilverStorm 

Technologies, 

Inc. (注）

米国 
サーバークラスタリン

グ用高速スイッチ

同社の製品を国内で販売する権利の

取得。

平成18年３月24日

から1年間、以後１

年毎の自動更新。

注）IP3 Networks社は米国Second Rule LLCに、SilverStorm社は米国QLogic社に、それぞれ買収されたため、現在

Second Rule社、QLogic社とそれぞれ新たな契約の交渉に向け交渉中です。新たな契約が締結されるまでの間、旧契

約が完全に引き継がれる旨の同意を得ております。

 　　　上記の契約の中には、次のような条項が定められているものがあります。

 ①　ベンダーは事前の告知により、製品価格やロイヤリティ金額の改定が可能な旨

 ②　ベンダーは事前の告知により、製品の販売を中止することや後継製品を出荷する旨

 ③　事前の告知により、契約期間内であっても相手方の同意なく解約が可能な旨

 ④　製品に起因する訴訟等が発生し、損害賠償の責任が生じた場合、ベンダーが保証する賠償範囲は当社がベン

ダーに支払っている該当製品の金額に限られる旨

　上記①～④に掲げる条項がベンダーにより行使される可能性は低いものと思われますが、何らかの事情により

現実のものとなった場合には、当社の業績に多大な影響を与える可能性があります。

　これらの契約内容に大幅な変更があった場合、あるいは契約が何らかの理由で終了し、または更新されなかった

場合には、当社の事業拡大に制約が生じる可能性があります。

EDINET提出書類

ＴＣＢテクノロジーズ株式会社(E05330)

有価証券報告書

14/83



６【研究開発活動】

　平成19年5月21日付でビジュアルコミュニケーション事業を譲渡したため、当事業年度において特筆すべき研究開発

活動はありません。

７【財政状態及び経営成績の分析】

　

(1) 財政状態の分析

①流動資産

　当事業年度末における流動資産の残高は983百万円となり、前期末比82百万円の増加となりました。これは、　　　　現

預金の増加が主因であります。

②固定資産

　当事業年度末における固定資産の残高は30百万円となり、前期末比67百万円の減少となりました。これは、通常の

減価償却に加え、減損処理を行ったことが主因であります。

③流動負債

　当事業年度末における流動負債の残高は396百万円となり、前期末比14百万円の増加となりました。これは、買掛金

の増加が主因であります。

④固定負債

　当事業年度末における固定負債の残高は97百万円となり、前期末比11百万円の増加となりました。これは、クラス

ターサーバー部門のビジネス伸長に伴う、長期保守ビジネスの増加が主因であります。

⑤純資産

　当事業年度末における純資産の残高は519百万円となり、前期末比10百万円の減少となりました。

(2) キャッシュフローの分析

　当事業年度のキャッシュフロー分析につきましては、「第2　事業の情況、１．業績等の概要、（２）キャッシュフ

ロー」に記載のとおりであります。

（3）経営成績の分析

　当事業年度の経営成績の分析は、「第2　事業の情況、１．業績等の概要、（１）業績」に記載のとおりであります。

　

(4)海外事業

　特筆すべき事項はありません。

(5) 流動性と資金源泉

現金および現金同等物

　当事業年度における現金および現金同等物は330百万円となりました。

　当事業年度の営業活動によるキャッシュ・フローは、203百万円の税引前当期純損失を反映し148百万円の支出と

なりました。

　当事業年度の投資活動により得られた資金は40百万円となりました。

　その結果、当事業年度のフリーキャッシュ・フローは107百万円の支出となりました。

　当事業年度の財務活動による収入は、株式発行による収入185百万円であります。

(6) 経営成績に重要な影響を与える要因について

「第２　事業の状況　４.事業等のリスク」の箇所に記載の通りであります。
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(7) 経営戦略の現状と見通し

　当社は、技術革新を続ける情報コミュニケーション分野において、技術の進化・変容、競合新製品の登場、それらに

伴う市場の変化・ニーズの変化等に応じて、またはそれらの変化を予想して、事業ポートフォリオを構築し、企業の

成長を維持べく努めてまいります。

　当社は、常に情報コミュニケーション分野において先駆的な製品を提供するために、新製品・新商品の開発・開拓

に取り組んでおりますが、これら新製商品の開発・開拓は、相対的にリスクの高い案件であり、充実した株主資本を

必要とします。したがって、常に50％程度の株主資本比率を維持し、これをできるだけ高めていくことを目標として

おります。

 中長期的な会社の経営戦略

 当社は、市場環境変化を機会と捉え、既存事業を基点とした事業の多様化をいっそう積極的に進め「事業の開拓・

取込、育成と淘汰」を通じて変動する情報コミュニケーション市場環境に適応して逞しく成長する複数事業ユニッ

トから構成される事業形態を目指してまいります。中長期的な主たる諸施策は以下のとおりであります。　

①既存事業の強化

　既存事業の強化と新たな事業展開

　製品・技術主体のボラティリティーの高い事業をバランスする安定化事業の組み込み

②新規事業の創出

　既存事業からの広がりとは別に、新規事業の取込み

③財務戦略

　黒字基調への転換を通じて累損の一掃

　拡大期を支える資金の調達
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当社は、業務の効率化、製品の品質・競争力の向上等を目的として、継続的に投資を行っております。

　当事業年度における設備投資については、主にコンピューターおよびその周辺機器ならびにソフトウェアへの投資

を行いました。この結果、当事業年度の設備投資額は、16,243千円となりました。

　サーバーソリューション事業においては、主としてソフトウェア（販売目的のソフトウェアを含む）に6,867千円の

投資を行い、ネットインフラ構築事業においては、主としてコンピューターおよびその周辺機器等に3,258千円の投資

を行い、本社事務所のレイアウト変更に6,118千円の投資を行いました。

　当事業年度において重要な設備の除却、売却等による減少は、本社事務所のレイアウト変更による建物、工具器具備

品の除却が3,798千円、事業譲渡に伴う工具器具備品、ソフトウェアの売却が46,750千円、建物、工具器具備品、ソフト

ウェア他の減損損失が25,748千円であります。

２【主要な設備の状況】

当社における主要な設備は、次のとおりであります。

　平成20年３月31日現在

事業所名
（所在地）

事業部門別の名称
設備の
内容

帳簿価額
従業員数
（人）

建物（千円）
工具器具備品
（千円）

合計（千円）

本社

（東京都港区）

サーバーソ

リューション事

業、ネットインフ

ラ構築事業、管理

部門

事務所内部造作

及び器具備品
0 0 0 37

　（注）１．金額には消費税等を含んでおりません。

２．本社建物は全て賃借中のものであり、帳簿価額は建物附属設備について記載しております。

３．当事業年度において、備忘価額まで減損処理しております。

３【設備の新設、除却等の計画】

　平成20年３月31日現在における重要な設備の新設等の計画については以下のとおりであります。

(1) 重要な設備の新設等の計画

　該当事項はありません。

(2) 重要な設備の除却等の計画

　該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 48,072

計 48,072

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成20年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年６月20日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 14,828 14,828
東京証券取引所

（マザーズ）
（注）１

計 14,828 14,828 － －

　（注）１.　完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。

２．「提出日現在発行数」欄には、平成20年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使に

より発行された株式数は含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

　旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

（①　平成14年11月１日　臨時株主総会　特別決議）

 
事業年度末現在

（平成20年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年５月31日）

新株予約権の数（個） 223　（注）１ 223　（注）１

新株予約権のうち自己新株予

約権の数（個）
－ － 

新株予約権の目的となる株式

の種類
普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式

の数（株）
　223（注）１ 223　（注）１

新株予約権の行使時の払込金

額（円）
　120,000（注）２ 同左

新株予約権の行使期間
自　平成16年11月２日

至　平成24年11月１日
同左

新株予約権の行使により株式

を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　 120,000

資本組入額　　60,000
同左

新株予約権の行使の条件

権利行使時においても当社の取締役又は

従業員であることを要する。ただし、会社

都合により退職したときを除く。その他の

条件については、平成14年11月１日の臨時

株主総会及び同日の取締役会決議に基づ

き、当社と新株予約権の割り当てを受けた

ものとの間で締結する「新株予約権割当

契約書」で定めるところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事

項

新株予約権の譲渡、質入、担保権の設定そ

の他の処分は認めない。ただし、相続に関

しては、当社と新株予約権の割り当てを受

けたものとの間で締結する「新株予約権

割当契約書」で定めるところによる。

同左

代用払込みに関する事項  ―  ―

組織再編成行為に伴う新株予

約権の交付に関する事項
 ―  ―

（注）１．従業員20名の退職に伴う失権及び権利行使により、新株予約権の数377個、新株予約権の目的となる株式の数

377株が、それぞれ減少しており、減少後の数値を記載しております。

　２．当社が株式の分割又は株式の併合を行う場合、株式数は分割又は併合の比率に応じ、次の算式により調整され

るものとする。ただし、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目

的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果、１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものと

する。

調整後株式数＝調整前株式数×分割（又は併合）の比率

また、新株予約権発行後、株式の分割又は併合が行われる場合、上記払込金額は分割又は併合の比率に応じ次

の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

 
調整後払込金額＝調整前払込金額×

１

 分割・併合の比率

また、時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く）又は自己

株式の処分が行われる場合、上記払込金額は次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未

満の端数は切り上げる。
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既発行株式数＋

新規発行（処分）株式数×１株当たり払込金額

 
調整後払込金額＝調整前払込金額×

新株式発行前の時価

  既発行株式数＋新規発行（処分）株式数

　旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

（②　平成16年6月24日　定時株主総会　特別決議）

 
事業年度末現在

（平成20年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年５月31日）

新株予約権の数（個） 300（注）１ 300（注）１

新株予約権のうち自己新株予

約権の数（個）
 －  －

新株予約権の目的となる株式

の種類
普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式

の数（株）
300（注）１ 300（注）１

新株予約権の行使時の払込金

額（円）
131,685（注）２ 同左

新株予約権の行使期間
自　平成18年７月１日

至　平成20年６月30日
同左

新株予約権の行使により株式

を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　 131,685

資本組入額　　65,843
同左

新株予約権の行使の条件

権利行使時においても当社の取締役又は

従業員であることを要する。ただし、会社

都合により退職したときを除く。その他の

条件については、平成16年６月24日の定時

株主総会及び平成16年12月15日の取締役

会決議に基づき、当社と新株予約権の割り

当てを受けたものとの間で締結する「新

株予約権割当契約書」で定めるところに

よる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事

項

新株予約権の譲渡、質入、担保権の設定そ

の他の処分は認めない。ただし、相続に関

しては、当社と新株予約権の割り当てを受

けたものとの間で締結する「新株予約権

割当契約書」で定めるところによる。

同左

代用払込みに関する事項  ―  ―

組織再編成行為に伴う新株予

約権の交付に関する事項
 ―  ―

（注）１．従業員16名の退職に伴う失権及び権利行使により、新株予約権の数143個、新株予約権の目的となる株式の数

143株が、それぞれ減少しており、減少後の数値を記載しております。

　２．当社が株式の分割又は株式の併合を行う場合、株式数は分割又は併合の比率に応じ、次の算式により調整され

るものとする。ただし、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目

的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果、１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものと

する。

調整後株式数＝調整前株式数×分割（又は併合）の比率

また、新株予約権発行後、株式の分割又は併合が行われる場合、上記払込金額は分割又は併合の比率に応じ次

の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

 
調整後払込金額＝調整前払込金額×

１

 分割・併合の比率

また、時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く）又は自己

株式の処分が行われる場合、上記払込金額は次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未
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満の端数は切り上げる。

  
既発行株式数＋

新規発行（処分）株式数×１株当たり払込金額

 
調整後払込金額＝調整前払込金額×

新株式発行前の時価

  既発行株式数＋新規発行（処分）株式数

　会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

（①　平成20年3月13日　取締役会決議）

 
事業年度末現在

（平成20年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年５月31日）

新株予約権の数（個） 176（注）１ 176（注）１

新株予約権のうち自己新株予

約権の数（個）
 －  －

新株予約権の目的となる株式

の種類
普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式

の数（株）
1,760（注）１ 1,760（注）１

新株予約権の行使時の払込金

額（円）
85,000（注）２ 同左

新株予約権の行使期間
自　平成20年４月１日

至　平成24年３月31日
同左

新株予約権の行使により株式

を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　  85,000

資本組入額　　42,500
同左

新株予約権の行使の条件
新株予約権の一部行使はできないものと

する。
同左

新株予約権の譲渡に関する事

項

本新株予約権を譲渡するには、当社取締役

会の事前の承認を要する。
同左

代用払込みに関する事項  ―  ―

組織再編成行為に伴う新株予

約権の交付に関する事項
 ―  ―

（注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数は10株であります。

　２．当社が株式の分割又は株式の併合を行う場合、株式数は分割又は併合の比率に応じ、次の算式により調整され

るものとする。ただし、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目

的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果、１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものと

する。

調整後株式数＝調整前株式数×分割（又は併合）の比率

また、新株予約権発行後、株式の分割又は併合が行われる場合、上記払込金額は分割又は併合の比率に応じ次

の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

 
調整後払込金額＝調整前払込金額×

１

 分割・併合の比率

また、時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く）又は自己

株式の処分が行われる場合、上記払込金額は次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未

満の端数は切り上げる。

  
既発行株式数＋

新規発行（処分）株式数×１株当たり払込金額

 
調整後払込金額＝調整前払込金額×

新株式発行前の時価

  既発行株式数＋新規発行（処分）株式数
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（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成17年10月31日

（注）１
1,832 11,846 250,068 615,268 250,068 356,172

平成17年４月１日～

平成18年３月31日

（注）２

132 11,978 7,920 623,188 7,920 364,092

平成18年４月１日～

平成19年３月31日

（注）２

113 12,091 7,148 630,336 7,148 371,240

　

平成20年３月28日

（注）３

2,737 14,828 95,795 726,131 95,795 467,035

（注）１．第三者割当

割当先 JMAM Value Driver 投資事業組合

発行価格 273,000円

資本組入額 136,500円

２．新株予約権の行使による増加であります。

３．第三者割当

割当先 JTC Partner Fund

発行価格 70,000円

資本組入額 35,000円

（５）【所有者別状況】

　 平成20年３月31日現在

区分

株式の状況

単元未満株式
の状況（株）政府及び地

方公共団体
金融機関

金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 2 10 12 13 1 734 772 －

所有株式数

（株）
－ 76 224 10,093 1,231 1 3,203 14,828 －

所有株式数の

割合（％）
－ 0.51 1.51 68.07 8.30 0.01 21.60 100.0 －

　（注）上記「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が401株含まれております。
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（６）【大株主の状況】

　 平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

ダイワボウ情報システム株式
会社

大阪市中央区本町三丁目２番５号 3,004 20.26

JTC Partner Fund 東京都中央区築地二丁目10番６号 2,737 18.46

JMAM Value Driver投資事業組
合

東京都中央区築地二丁目10番６号 1,832 12.36

豊田通商株式会社 名古屋市中村区名駅４丁目９－８ 1,496 10.09

クレディ スイス
(常任代理人 ㈱三菱東京ＵＦ
Ｊ銀行)

1 RAFFLES LINK 05-02 SINGAPORE 039393
(東京都千代田区丸の内二丁目７番１号） 465 3.14

ステートストリート　バンク　
アンド　トラスト　カンパニー
(常任代理人 ㈱みずほコーポ
レート銀行)

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUS
ETTS 02101 U.S.A.

(東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

456 3.08

株式会社トーメンエレクトロ
ニクス

東京都港区港南一丁目８番27号 300 2.02

株式会社エヌジェーケー 東京都目黒区中目黒四丁目８番２号 300 2.02

星山　元治 兵庫県川西市 260 1.75

ノムラ シンガポール リミ
テッド アカント ノミニー 
エフジェー1309
(常任代理人 野村證券㈱）

6 BATTERY ROAD #39-01 STANDARD 
CHARTERED BANK BUILDING 
SINGAPORE 
0104 
(東京都中央区日本橋一丁目９番１号)

189 1.27

計 － 11,039 74.45

　（注）上記のほか、証券保管振替機構名義の株式が401株あります。　

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他）
普通株式

14,828 14,828

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 14,828 － －

総株主の議決権 － 14,828 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が401株含まれております。また、「議決権

の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数401個が含まれております。
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②【自己株式等】

　 平成20年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

（８）【ストックオプション制度の内容】

　当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該制度は、旧商法第280条ノ20および旧商法第280条ノ21

の規定に基づき、ストックオプションとしての新株予約権を発行するものであります。

決議年月日 平成14年11月１日

付与対象者の区分および人数（名） 取締役４名、従業員46名および入社予定者１名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －

決議年月日 平成16年６月24日

付与対象者の区分および人数（名） 取締役３名、従業員50名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項   － 
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　該当事項はありません。

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　該当事項はありません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　該当事項はありません。

３【配当政策】

　当社は、将来の事業展開と経営体質の強化のために必要な内部留保を確保しつつ、安定した配当を継続して実施して

いくことを基本方針としております。

  当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。

 これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

  当社は、「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定め

ております。

　当期に関しましては、遺憾ながら、無配と致しました。次期以降につきましては、復配と内部留保の確保を実施すべ

く、一日も早い業績の回復に向けて役員・従業員ともに全力を傾注し、努力する所存であります。

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第８期 第９期 第10期 第11期 第12期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高（円） 258,000 257,000 508,000 305,000 166,000

最低（円） 103,000 110,000 140,000 128,000 67,000

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成19年10月 11月 12月 平成20年１月 ２月 ３月

最高（円） 116,000 103,000 103,000 85,000 83,000 83,000

最低（円） 86,000 83,800 79,000 68,500 72,000 70,000

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

代表取締役

社長
 西村　拓美 昭和34年11月25日生

昭和57年４月 株式会社トーメン入社

平成８年７月 当社取締役就任

平成11年６月 当社代表取締役社長就任（現

任）

平成13年３月 株式会社トーメン退社

(注)1 85

取締役

Ｂ＆Ｃエン

ジニアリン

グ事業本部

長

小野　惣一 昭和38年１月23日生

昭和60年４月 株式会社トーメン入社

平成８年11月 当社出向サイバービジネス事業

部長

平成11年６月 当社取締役Ｂ＆Ｃエンジニアリ

ング事業本部長就任（現任）

平成13年３月 株式会社トーメン退社

(注)1 75

取締役
経営企画室

長
小岩井　孝一 昭和23年11月29日生

昭和46年４月 株式会社トーメン入社

平成13年４月 同社広報IR部長

平成15年４月 同社経営企画部広報IR室長

平成16年８月 同社退社

平成16年９月 当社入社

管理本部長兼経営企画室長

平成17年６月 当社取締役就任

平成18年６月 当社取締役経営企画室長（現

任）

(注)1 －

取締役

サーバーソ

リューショ

ンズ事業本

部長

粕谷　明彦 昭和32年５月16日生

平成17年12月 ハミルトンアブネットエレクト

ロニクスジャパン株式会社、プ

ライムコンピュータジャパン株

式会社、日本シリコングラ

フィックス株式会社、マルチ

ジェンジャパン株式会社代表取

締役、オーラッド株式会社代表

取締役を経て、当社入社

平成18年４月 当社クラスターサーバーソ

リューションズ事業部長（現

任）

平成18年６月 当社取締役就任

平成19年４月 当社取締役サーバーソリュー

ションズ事業本部長（現任）

(注)1 －

取締役 　 小峰　伴之 昭和36年7月2日生

昭和59年4月 大和紡績株式会社入社、ダイワ

ボウ情報システム株式会社出向

平成2年4月 大和紡績株式会社退社、ダイワ

ボウ情報システム株式会社入社

平成15年6月 ダイワボウ情報システム株式会

社取締役就任（現任）同社販売

推進本部副本部長、東日本営業

本部長、販売推進本部長、等を歴

任

平成18年11月

平成19年6月

同社経営企画室長（現任）

当社取締役就任（現任）

(注)1 －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役 　 角田　幸治 昭和42年３月23日生

平成３年４月 山一證券株式会社入社

平成10年２月 同社退社

平成15年４月 コアパシフィック山一イン

ターナショナル（香港）有

限公司、コアパシフィック

山一証券、イー・リサーチ

株式会社、株式会社中小企

業Ｍ＆Ａセンターを経て、

日本Ｍ＆Ａマネジメント株

式会社設立 取締役就任

平成17年５月 同社代表取締役就任（現任）

平成18年６月 当社取締役就任（現任）

(注)1 －

取締役 　 佐藤　直司 昭和36年11月７日生

昭和63年10月 監査法人トーマツ入社

　 会計情報センター株式会社

一吉証券株式会社

平成14年４月 ASGマネジメント株式会社、執

行役員パートナー

平成18年12月 株式会社トランスサイエンス取

締役（現任）

平成20年６月 当社取締役就任（現任）

(注)1 －

監査役  本多　一史 昭和16年１月31日生

昭和39年４月 東洋棉花株式会社（現豊田通商

株式会社）入社

平成11年４月 株式会社トーメンビジネスサ

ポート代表取締役

平成11年６月 株式会社トーメン退社

平成13年６月 当社監査役就任（現任）

(注)1 －

監査役  中野　輝彦 昭和16年10月２日生

昭和40年４月 東洋棉花株式会社（現豊田通商

株式会社）入社

　 英国トーメン社財経担当取締役

大阪財務部長を歴任

平成９年11月 株式会社シティテレコムかなが

わ専務取締役財務部長

平成10年６月 同　代表取締役社長

平成14年11月 同　退任

平成20年６月 当社監査役就任（現任）

(注)1 －

監査役  山村　淳司 昭和42年10月８日生

平成３年４月 豊田通商株式会社入社

平成18年４月 TD SCAN (USA) Ltd.　出向

President & COO

平成20年４月 豊田通商株式会社情報システム

部ソリューショングループ、グ

ループリーダー　(現任）

平成20年６月 当社監査役就任（現任）

(注)1 －

監査役  神沢　學 昭和19年10月15日生

昭和43年４月 日産自動車株式会社入社

平成７年７月 鬼怒川ゴム株式会社　経理部長

平成８年６月 同　取締役経理部長

平成14年６月 同　常務取締役

平成15年６月 同　常勤監査役

平成19年６月 同　退任

平成20年６月 当社監査役就任（現任）

(注)1 －

    計 　 160

　（注）１．取締役の任期は、平成19年6月20日開催の定時株主総会から2年間（平成21年6月開催予定の定時株主総会終了

のときまで）、監査役の任期は、平成24年6月開催予定の定時株主総会終了のときまでであります。

２．株式会社トーメンは、平成18年４月１日付で豊田通商株式会社と合併し、豊田通商株式会社となっておりま

す。

３．取締役 小峰　伴之、角田　幸治および佐藤　直司は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。
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４．監査役 本多　一史、中野　輝彦、山村　淳司および神沢　學は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であり

ます。

５．監査役松本　紘和および石崎　浩之は、任期満了により退任しております。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】

※コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　コーポレート・ガバナンスは、当社とその利害関係者との良好な関係を構築し、市場から信頼していただくための重

要事項と考えております。単に当社の意思決定や行動が適法に行われているかという適法性の判断のみならず、社会

の要請に適合した企業行動を追及してまいります。また、コーポレート・ガバナンスが有効に機能するためには透明

性も極めて大事であり、義務の範囲に限定することなく株主・投資家の皆様や、顧客・従業員に対しても積極的に情

報開示を行うこととしております。

　また、平成20年６月19日開催の定時株主総会をもって、当社の７名の取締役のうち３名を、４名の監査役全員をそれ

ぞれ社外から登用し、積極的な意見参加を求めることにより、監視機能を高めております。

(1) 会社の機関の内容および内部統制システムの整備の状況等

①会社の機関の内容および内部統制システムの整備の状況

　当社の組織構成図は下記のとおりです。（平成20年3月31日現在）

　当社は毎月の定例取締役会を開催するほか、常勤の取締役、監査役による経営会議を毎週開催しております。経営

会議は代表取締役社長の諮問機関であり、業務執行、監視および内部統制に関する報告、討議の場として機能し、当

社のコーポレート・ガバナンスにおいて重要な位置付けとなっております。また、取締役および監査役は必要に応

じて顧問弁護士や監査法人と連携し、経営に法律面のコントロール機能が働くようにしております。

②取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議において、議決権を行使することができる株主の議決権の3分の1以上を有する株主が出

席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。また、取締役の選任決議は、累積投票によらない

ものとする旨も定款に定めております。

③株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第2項に定める決議は、定款に別段の定めがある場合を除き、議決権を行使することができ

る株主の議決権の3分の1以上を有する株主が出席し、その議決権の3分の2以上をもって行う旨定款に定めておりま

す。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を目的とするもので

あります。
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④内部監査および監査役監査の状況

　当社は内部監査規程に基づき、代表取締役社長および取締役によって構成される内部監査委員会が内部監査を実

施しております。内部監査においては、会社の組織および諸制度の妥当性に関する監査、会社の諸業務の合法性およ

び合理性に関する監査、会計処理の正確性および合法性に関する監査等を実施し、必要に応じて各種の業務等の改

善を指示するなどしております。また、平成21年3月期より導入される「財務報告の信頼性にかかる内部統制」に関

しての内部監査を、当第4四半期に実施しております。なお、当社には内部監査専任部署はありません。内部監査に

は、主として取締役および管理部長が当たっております。

　一方、当社は監査役制度採用会社であり、監査役は取締役会や経営会議といった重要な会議に出席し、必要に応じ

て意見を述べる等しております。また、監査役は重要性、適時性その他必要な要素を考慮して監査計画を作成し、そ

の監査計画に基づき監査を実施しております。

⑤会計監査の状況

　当社の監査業務を執行した公認会計士は内山敏彦氏、伊藤恭治氏であり、新日本監査法人に所属しております。ま

た、当社の監査業務に係る補助者は、公認会計士４名、会計士補２名、その他２名であります。

⑥社外取締役および社外監査役との関係　　

　当社は取締役７名のうちの３名を、監査役４名全員を社外から登用しております。

社外取締役および社外監査役と、当社との関係等については次のとおりであります。

⑦社外取締役および社外監査役との関係　　

区分 氏名 兼務する会社名 兼務の内容 摘要

取締役

小峰　伴之 ダイワボウ情報システム㈱ 取締役 （注）１

角田　幸治 日本M&Aマネジメント㈱ 代表取締役 （注）２

佐藤　直司 ㈱トランスサイエンス 取締役 －

監査役

本多　一史 － － － 

中野　輝彦 － － － 

山村　淳司 豊田通商㈱ 従業員 （注）３

神沢　學 － － －

（注）１. 　ダイワボウ情報システム㈱は当社の発行済株式総数の20.3％を保有する関係会社であり

ます。当社の同社向けの当期の売上高は80百万円であり、その取引条件については他の取引

先と同様に決定しております。

　　　２.　 日本M&Aマネジメント㈱は、当社の主要株主であるJMAM Value Driver投資事業組合および

　　　　　JTC Partner Fundの業務執行組合員であり、両者を合わせると当社の発行済株式総数の

　　　　　30.8％を保有しております。当社と同社との取引は、第三者割当増資に係る指導料として

　　　　　10百万円を支払っております。

　　　３.　 豊田通商㈱は、当社の発行済株式総数の10.1%を保有しております。当期において、同社

　　　　　の子会社・関係会社との取引はありますが、同社との直接取引はありません。

(2) リスク管理体制の整備の状況

　月次定例の取締役会に加えて、代表取締役社長の諮問機関として、代表取締役社長、常勤の取締役、監査役からなる経

営会議を毎週開催し、業務執行、監視および内部統制のための報告、討議の場としております。更に、既述の監査役によ

る監査、取締役による内部監査を通じて業務執行を監督し、法令、社会ルール等を遵守した会社運営を行っておりま

す。

(3) 役員報酬の内容

　当社の社内取締役に対する報酬の内容は、役員報酬として年間58万円であります。なお、社外取締役に対しては報酬

等を支払っておりません。上記支給額の他に、平成18年６月22日開催の第10期定時株主総会にて決議された取締役お

よび監査役に対する退職慰労金制度廃止に伴う打ち切り支給議案に基づき、退任した取締役に対し退職慰労金11百万

円を支給しております。

　当社の監査役（常勤）に対する報酬の内容は、役員報酬として年間３百万円であります。なお、監査役（非常勤）に

対しては報酬等を支払っておりません。

(4) 監査報酬の内容

　当社の新日本監査法人への公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務に基づく報酬は、13

百万円であります。それ以外の報酬はありません。
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(5)　取締役の定数

　当社取締役は10名以内とする旨定款に定めております。

(6)　株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項

①自己株式の取得

　当社は、経営環境の変化に対応した経営を行うため、会社法第165条第2項の規定により、取締役会の決議によ　り、

市場取引等による自己株式の取得を行うことができる旨定款で定めております。

②中間配当

　当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、取締役会の決議により、毎年9月30日を基準日として中間配当を行

うことができる旨定款に定めております。

③取締役および監査役の責任免除事項

　当社は、取締役および監査役が期待される役割を十分に発揮できるよう、会社法第426条第1項の規定により、会社

法第423条第1項の損害賠償責任につき、法令の限度において取締役会の決議により免除することができる旨定款に

定めております。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和51年大蔵省令第28号）」

（以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和38年大蔵省令第59号）」（以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年

度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）

の連結財務諸表及び前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の財務諸表についてはみすず監査

法人より監査を受け、また、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当事業年度（平成19年４月１日から

平成20年３月31日まで）の財務諸表については新日本監査法人により監査を受けております。

３．連結財務諸表について

　当社は、当事業年度は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  
前連結会計年度

（平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部） 　    

Ⅰ　流動資産 　    

１．現金及び預金 　  264,493  

２．受取手形及び売掛金 　  502,692  

３．たな卸資産 　  127,718  

４．前払費用 　  39,527  

５．その他 　  3,895  

流動資産合計 　  938,327 90.3

Ⅱ　固定資産 　    

１．有形固定資産 　    

(1）建物 　 15,567   

減価償却累計額 　 9,844 5,723  

(2）工具器具備品 　 62,742   

減価償却累計額 　 42,648 20,093  

有形固定資産合計 　  25,816 2.5

２．無形固定資産 　    

(1）ソフトウェア 　  47,118  

(2）その他 　  6,095  

無形固定資産合計 　  53,213 5.1

３．投資その他の資産 　    

(1）投資有価証券 　  3,591  

(2）破産更生債権等 　  3,314  

(3）その他 　  18,321  

貸倒引当金 　  △3,314  

投資その他の資産合計 　  21,912 2.1

固定資産合計 　  100,942 9.7

資産合計 　  1,039,269 100.0
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前連結会計年度

（平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部） 　    

Ⅰ　流動負債 　    

１．支払手形及び買掛金 　  242,806  

２．未払金 　  28,380  

３．未払法人税等 　  5,890  

４．賞与引当金 　  41,762  

５．その他 　  74,251  

流動負債合計 　  393,092 37.8

Ⅱ　固定負債 　    

１．退職給付引当金 　  38,840  

２．役員退職慰労引当金 　  36,652  

３．その他 　  10,388  

固定負債合計 　  85,880 8.3

負債合計 　  478,972 46.1

     

（純資産の部）     

Ⅰ　株主資本 　    

１．資本金 　  630,336 60.6

２．資本剰余金 　  371,240 35.7

３．利益剰余金 　  △445,659 △42.8

　　株主資本合計 　  555,916 53.5

Ⅱ　評価・換算差額等 　    

１．為替換算調整勘定 　  4,252 0.4

　　評価・換算差額等合計 　  4,252 0.4

Ⅲ　少数株主持分 　  128 0.0

純資産合計 　  560,297 53.9

負債純資産合計 　  1,039,269 100.0
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②【連結損益計算書】

  
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 　  1,351,120 100.0

Ⅱ　売上原価 ※２  724,911 53.7

売上総利益 　  626,209 46.3

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※1.2  804,797 59.5

営業損失 　  178,588 △13.2

Ⅳ　営業外収益 　    

１．受取利息 　 1,064   

２．為替差益 　 1,518   

３．その他 　 217 2,799 0.2

Ⅴ　営業外費用 　    

１．社債利息 　 560   

２．支払保証料 　 1,121   

３. たな卸資産廃棄損 　 1,596   

４. その他 　 98 3,377 0.3

経常損失 　  179,166 △13.3

Ⅵ　特別利益 　    

１．独占販売権解約補償料 　 23,048 23,048 1.7

Ⅶ　特別損失 　    

１．固定資産売却損 ※３ 371   

２．商号変更費用 　 4,462   

３．事業譲渡関連損失 ※4.5 26,547 31,381 2.3

     

税金等調整前当期純損
失

　  187,499 △13.9

法人税、住民税及び事業
税

　  3,776 0.3

少数株主損失 　  3,492 0.3

当期純損失 　  187,783 △13.9
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成18年３月31日　残高（千円） 623,188 364,092 △257,876 729,403

連結会計年度中の変動額     

新株の発行 7,148 7,148  14,296

当期純損失（△）   △187,783 △187,783

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）     

連結会計年度中の変動額合計
（千円） 7,148 7,148 △187,783 △173,486

平成19年３月31日　残高（千円） 630,336 371,240 △445,659 555,916

 
評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
為替換算調整勘定

平成18年３月31日　残高（千円） △713 3,483 732,173

連結会計年度中の変動額    

新株の発行   14,296

当期純損失（△）   △187,783

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 4,965 △3,354 1,610

連結会計年度中の変動額合計
（千円） 4,965 △3,354 △171,875

平成19年３月31日　残高（千円） 4,252 128 560,297
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー 　  

税金等調整前当期純損失（△） 　 △187,499

減価償却費 　 16,521

ソフトウェア償却費 　 17,688

のれん償却額 　 605

賞与引当金の増減額(減少：△) 　 2,150

退職給付引当金の増減額(減少：△) 　 13,980

役員退職慰労引当金の増減額(減少：
△) 　 1,886

受取利息及び受取配当金 　 △1,064

社債利息 　 560

為替差損益(差益：△) 　 △570

事業譲渡関連損失 　 16,658

売上債権の増減額(増加：△) 　 △149,706

たな卸資産の増減額(増加：△) 　 △36,914

仕入債務の増減額(減少：△) 　 149,458

未払消費税等の増減額(減少：△) 　 1,140

未収消費税等の増減額(増加：△) 　 46

その他資産の増減額(増加：△) 　 47,561

その他負債の増減額(減少：△) 　 △8,724

その他 　 371

小計 　 △115,848

利息及び配当金の受取額 　 1,064

利息の支払額 　 △560

法人税等の支払額 　 △946

営業活動によるキャッシュ・フロー 　 △116,290
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前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー 　  

有形固定資産の取得による支出 　 △16,691

有形固定資産の売却による収入 　 200

無形固定資産の取得による支出 　 △36,847

その他 　 △136

投資活動によるキャッシュ・フロー 　 △53,474

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー 　  

社債の償還による支出 　 △450,000

株式発行による収入 　 14,296

財務活動によるキャッシュ・フロー 　 △435,703

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 　 5,186

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額(減少：△) 　 △600,282

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 　 864,775

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 ※ 264,493

   

継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

　当グループは、前連結会計年度において215,118千円、当連

結会計年度に178,588千円の営業損失を計上しております。

これにより、当社グループには継続企業の前提に関する重

要な疑義が存在しております。

　今後におきましては、事業全体の抜本的な改革に取り組

むとともに、平成19年5月21日にビジュアルコミュニケー

ション部門を沖電気工業株式会社へ譲渡いたしました。こ

れに伴い、より大きな伸びを見込める事業へ経営資源を集

中し、売上の増加並びに業績の回復に努めます。 

　連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、

上記のような重要な疑義の影響を連結財務諸表には反映

しておりません。

　

EDINET提出書類

ＴＣＢテクノロジーズ株式会社(E05330)

有価証券報告書

38/83



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目

前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

１．連結の範囲に関する事項  連結子会社はすべて連結しております。

連結子会社の数　１社

連結子会社名  Visual Nexus Limited
　

２．持分法の適用に関する事

項

非連結子会社及び関連会社はありません

ので該当事項はありません。

　

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項

連結子会社の決算日が連結決算日と異な

る会社は次のとおりであります。
会社名　　　　  　　　　 決算日
 Visual Nexus Limited　　12月31日　※１
 ※１.連結子会社の決算日現在の財務諸表
を使用しております。なお、連結決算日との

間に生じた重要な取引については、連結上

必要な調整を行っております。

　

４．会計処理基準に関する事

項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法
 ①有価証券

 その他有価証券

 　時価のないもの

移動平均法による原価法を採用してお

ります。　　

　  ②たな卸資産

　商品、製品

 総平均法による原価法を採用しておりま

す。

　   仕掛品

　個別法による原価法を採用しております。

　   貯蔵品

 最終仕入原価法による原価法を採用して

おります。

　 (2）重要な減価償却資産の減価償却の方
法

①有形固定資産

当社及び在外連結子会社は、主として定率

法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであり

ます。

建物………………８年～15年
工具器具備品……３年～10年

　 ②無形固定資産

当社は定額法を採用しております。なお、自

社利用のソフトウェアについては、社内に

おける利用可能期間(５年)に基づいてお
り、市場販売目的ソフトウェアについては、

見込販売数量に基づく償却額と見込販売可

能期間(1.5年)に基づく定額償却額のいずれ
か大きい額により償却しております。
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項目

前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

　 (3）重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金

売掛債権等の貸倒損失に備えるため、当社

及び在外連結子会社は一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

　 ②賞与引当金

当社は従業員の賞与金の支給に備えて、賞

与支給見込額の当連結会計年度負担額を

計上しております。

　 ③退職給付引当金

当社は従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務の

見込額（簡便法により自己都合要支給額

の100％）に基づき、計上しております。
（追加情報）

平成19年5月11日開催の取締役会におい
て、ビジュアルコミュニケーション部門を

譲渡することが決議されたため、事業再編

に伴い発生する従業員の退職金等の支出

見込額を計上しております。

(特別退職金：9,889千円）

　 ④役員退職慰労引当金

当社は役員の退職慰労金に充てるため、当

社内規に基づく当連結会計年度末要支給

見積額を計上しております。

 

（追加情報） 

従来、役員退職慰労引当金は、役員の退職

慰労金に充てるため、当社内規に基づく連

結会計年度末要支給見積額を計上してお

りましたが、平成18年６月22日の定時株主
総会において、当該総会日をもって役員退

職慰労金制度を廃止するとともに、現任の

常勤役員に対する６月末までの在任期間

に応じた役員退職金を打ち切り支給する

ことが決議されました。

　 (4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦
通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。なお、在外

子会社等の資産及び負債は、決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、収益及び費

用は期中平均相場により円貨に換算し、換

算差額は純資産の部における少数株主持

分及び為替換算調整勘定に含めて計上し

ております。
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項目

前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

　 (5）重要なリース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

　

　 (6）その他連結財務諸表作成のための重
要な事項

消費税等の処理方法

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜

方式によっております。

　 　

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

全面時価評価法を採用しております。

６．のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

のれんの償却については、10年間の均等償
却を行っております。

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。

　

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　当連結会計年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成

17年12月９日）を適用しております。

なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は560,169

千円であります。

なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資産の

部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後の

連結財務諸表規則により作成しております。

　

表示方法の変更

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

(連結キャッシュ・フロー計算書）

　前連結会計年度において、「連結調整勘定償却額」とし

て掲記されていたものは、当連結会計年度から「のれん償

却額」と表示しております。

　

EDINET提出書類

ＴＣＢテクノロジーズ株式会社(E05330)

有価証券報告書

41/83



注記事項

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

給与・賞与　　　　　　　　　　  315,783千円

賞与引当金繰入額　　　　　　　　 35,820千円

退職給付費用　　　　　　　     　21,707千円

役員退職慰労引当金繰入額　　　　  1,886千円

※２　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

は、30,247千円であります。

※３　固定資産売却損は、工具器具備品の売却によるもの

であります。

※４　事業譲渡関連損失は、事業譲渡に伴い発生した損失

であり、その内訳は次のとおりであります。

ソフトウェア償却 5,881千円

減損損失 10,776千円

特別退職金 9,889千円

合計 26,547千円

※５　減損損失

　当連結会計年度において、当社グループは以下の資

産グループについて減損損失を計上しました。

（１）減損損失を認識した主な資産

場所 用途 種類

東京都港区 譲渡予定資産

工具器具備品、ソ

フトウェア及び

のれん

（２）減損損失の認識に至った経緯

　ビジュアルコミュニケーション部門の事業譲渡に伴

い、譲渡予定資産のうち売却合意価額が簿価を下回っ

ているものを減額し、当該減少額を減損損失として特

別損失に計上しております。

また、連結子会社Visual Nexus Limitedにおいても適正

な企業評価に基づきのれんを評価した結果、当該減少

額を減損損失として特別損失に計上しております。

（３）減損損失の金額

工具器具備品 870千円

ソフトウェア 4,760千円

のれん 5,145千円

合計 10,776千円

（４）資産のグルーピングの方法

 当社グループは減損会計の適用にあたり、事業単位

を基準とした管理会計上の区分に従って資産グルー

ピングを行っております。

（５）回収可能価額の算定方法

 当資産グループの回収可能価額は正味売却可能価額

により測定しており、正味売却可能額は主として売却

合意価額を使用しております。
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式（注） 11,978 113 － 12,091

合計 11,978 113 － 12,091

 （注）普通株式数の増加株式数113株は、ストック・オプション行使による増加によるものであります。

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

（平成19年３月31日現在）

現金及び預金勘定 264,493千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 － 

現金及び現金同等物 264,493千円

（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

重要性が乏しく、契約１件当たりの金額が少額なため、連

結財務諸表規則第15条の３において準用する財務諸表等

規則第８条の６第６項の規定により記載を省略しており

ます。

（有価証券関係）

前連結会計年度（平成19年３月31日現在）

１．時価評価されていない主な有価証券の内容

種類 連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券  

非上場株式 3,591

（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

当社グループはデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。
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（退職給付関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

１．採用している退職給付制度の概要

当社は確定給付型の制度として退職一時金制度を設けて

おります。

また、従来の退職金制度に上積みして連合設立型の厚生年

金基金に加入しておりますが、自社の拠出に対応する年金

資産の額が合理的に計算できないため、「退職給付に係る

会計基準注解」注12に定める処理を行っております。

２．退職給付債務に関する事項

退職給付債務 △28,950千円

特別退職金 △9,889千円

退職給付引当金 △38,840千円

 連合設立型の厚生年金基金の加入員及び受給権者の

割合により計算した年金資産の額は142,497千円であ

ります。

３．退職給付費用に関する事項

(1）勤務費用 13,781千円

(2）厚生年金基金への要拠出額

（従業員拠出額を除く）
13,615千円

退職給付費用 27,396千円

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

退職給付債務については、簡便法により、算出しておりま

す。
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（ストック・オプション等関係）

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 
平成14年

ストック・オプション
平成16年

ストック・オプション

付与対象者の区分及び数
取締役４名、従業員46名及び入社予定者

１名
取締役３名、従業員50名

ストック・オプション数 普通株式　　　600株 普通株式　　　443株

付与日 平成14年11月22日 平成16年12月15日

権利確定条件

 権利行使時においても当社の取締役又

は従業員であることを要する。ただし、

会社都合により退職したときを除く。

 同左

対象勤務期間
 自 平成14年11月22日

至 平成16年11月１日

 自 平成16年12月15日

至 平成18年６月30日

権利行使期間
 自 平成16年11月２日

至 平成24年11月１日

 自 平成18年７月１日

 至 平成20年６月30日

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

 
平成14年

ストック・オプション
平成16年

ストック・オプション

権利確定前　　　　（株）   

前連結会計年度末 － 397

付与 － －

失効 － －

権利確定 － 397

未確定残 － －

権利確定後　　　　（株）   

前連結会計年度末 283 －

権利確定 － 397

権利行使 50 63

失効 10 19

未行使残 223 315

②　単価情報

 
平成14年

ストック・オプション
平成16年

ストック・オプション

権利行使価格　　　　　　（円） 120,000 131,685

行使時平均株価　　　　　（円） 223,045 176,392

公正な評価単価（付与日）（円） － －
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

１．繰延税金資産の発生の主な原因別内訳

繰延税金資産 (千円)

未払事業税否認 872　

賞与引当金否認 16,993　

減価償却費損金算入限度超過額 17,972　

退職給付引当金否認 15,803　

役員退職慰労引当金否認 14,913　

一括償却資産損金算入限度超過

額

1,117　

貸倒引当金否認 1,348　

減損損失否認 2,291　

法人税額控除 2,955　

繰越欠損金 143,349　

その他 3,335　

繰延税金資産小計 220,954　

評価性引当額 △220,954　

繰延税金資産合計 －　

　  　

　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

　

税金等調整前当期純損失を計上しているため、記載を省
略しております。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 

ネット関連
ソフトウェ
ア事業
（千円）

ネットイン
フラ構築事
業（千円）

計
（千円）

消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

Ⅰ．売上高及び営業損益      

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 373,000 978,119 1,351,120 － 1,351,120

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － (－) －

計 373,000 978,119 1,351,120 (－) 1,351,120

営業費用 572,242 957,467 1,529,709 (－) 1,529,709

営業利益又は営業損失(△) △199,241 20,652 △178,588 (－) △178,588

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的

支出
     

資産 185,870 579,857 765,727 273,541 1,039,269

減価償却費 25,325 8,497 33,823 － 33,823

資本的支出 39,026 12,977 52,003 － 52,003

　（注）１．事業の区分は、事業活動の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２．各区分の主な製品及び事業

(1）ネット関連ソフトウェア事業　・・ソフトウェアの開発及びその販売等
(2）ネットインフラ構築事業　・・・・集合住宅ブロードバンド化に関する機器の開発・販売、

クラスターサーバーソリューションに関する機器の販売等

３．営業費用のうち、消去又は全社項目に含めた配賦不能営業費用はありません。

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、273,541千円であり、その主なものは、当社
での余資運用資金（現金及び預金）及び管理部門に係る資産であります。

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）
　本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占

める割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

【海外売上高】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）
　海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

【関連当事者との取引】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）
(1）親会社及び法人主要株主等

属性
会社等
の名称

住所
資本金
（百万円）

事業の
内容又
は職業

議決権等
の所有

(被所有)
割合(％)

関係内容
取引の
内容

取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上
の関係

 主要株主

(会社等)
ダイワボウ情

報システム㈱

大阪市

中央区
11,292 卸売業

(被所有)
直接

24.8
兼任2名

当社製品

の販売

商品の販

売

（注１）

59,899 売掛金 15,915

 取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１）価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の上で決定しております。

 (注２）取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税を含めております。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

１株当たり純資産額       46,329円42銭

１株当たり当期純損失金額       15,587円53銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失

が計上されているため記載しておりません。

　（注）　１株当たり当期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。

 
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

１株当たり当期純損失金額  

当期純損失（千円） 187,783

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る当期純損失（千円） 187,783

期中平均株式数（株） 12,047

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めな

かった潜在株式の概要

新株予約権２種類（新株予約権の

数538個）
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（重要な後発事象）

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　当社は、平成19年５月21日にビジュアルコミュニケーション部門を沖電気工業株式会社へ譲渡いたしました。

１．事業譲渡の理由

ビジュアルコミュニケーション部門に関する技術開発及び販促活動コストと当社における現有の経営資源、各事業と

のバランス、及び投資回収期間などを総合的に検討したところ、ビジュアルコミュニケーション部門は当社自身で執り

行う許容範囲を超えると判断し、事業譲渡することを決定いたしました。

２．譲渡事業の内容

１）譲渡事業

ソフトウェア型ビデオ会議システム「ビジュアルネクサス」の開発・販売・輸出・サポート・保守等に関する国内

外の事業。

２）譲渡部門の平成19年３月期における経営成績(単位：百万円）

　

ビジュアルコ

ミュニケーショ

ン部門

当社実績 比率(%)

売上高 135 1,351 10.0

売上総利益 102 626 16.3

営業利益 △174 △178 －

経常利益 △174 △179 －

（注）ビジュアルコミュニケーション部門の営業利益・経常利益数値は、全社経費の賦課分を除いております。

３) 譲渡資産の項目及び金額

譲渡価格は、譲渡日前日の営業終了時点における譲渡対象の評価額をベースに決定し、現金により決済いたしました。

当該資産の平成19年３月31日現在の状況は以下のとおりであります。

 資産項目 金額（百万円）

流動資産 33

固定資産 43

合計 76

（注）この他に、平成19年4月以降に支出のロイヤリティー約9百万円が対象資産となります（対象資産には、現預金な

らびに売掛金は含まれません）。

４) 事業譲渡の日程

平成19年５月11日 取締役会決議

平成19年５月17日 事業譲渡契約書締結

平成19年５月21日 事業譲渡日 

５) 譲渡価格

85百万円

（２）【その他】

　該当事項はありません。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  
前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１．現金及び預金   251,609   330,238  

２．受取手形   5,533   －  

３．売掛金 ※１  487,964   494,434  

４．商品   63,722   120,402  

５．製品   22,041   1,286  

６．仕掛品   26,643   5,286  

７．貯蔵品   15,312   －  

８．前払費用   39,022   28,761  

９．短期貸付金 ※１  16,200   －  

10．その他 ※１  2,948   2,774  

11．貸倒引当金 ※１  △30,607   －  

流動資産合計   900,389 90.2  983,183 97.0

Ⅱ　固定資産        

(1）有形固定資産        

１．建物  15,567   3,239   

減価償却累計額  9,844 5,723  3,239 0  

２．工具器具備品  58,773   27,534   

減価償却累計額  40,263 18,509  27,534 0  

有形固定資産合計   24,232 2.4  0 0.0

(2）無形固定資産        

１．商標権   3,076   752  

２．ソフトウェア   47,118   791  

３．その他   3,018   0  

無形固定資産合計   53,213 5.4  1,543 0.2

(3）投資その他の資産        

１．投資有価証券   3,591   1,028  

２．関係会社株式   0   －  

３．長期貸付金 ※２  －   28,000  

４．破産更生債権等   3,314   3,314  

５．長期前払費用   2,859   19,479  

６．差入保証金   13,692   8,214  

７．長期未収入金 ※２  －   13,211  

８．貸倒引当金 ※２  △3,314   △44,526  

投資その他の資産合計   20,143 2.0  28,722 2.8

固定資産合計   97,589 9.8  30,265 3.0

資産合計   997,979 100.0  1,013,448 100.0
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前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１．買掛金   240,031   273,684  

２．未払金   24,898   21,539  

３．未払費用   11,231   6,982  

４．未払法人税等   5,890   3,187  

５．未払消費税等   12,344   10,935  

６．預り金   4,379   1,974  

７．前受収益   42,103   47,276  

８．賞与引当金   41,762   31,065  

流動負債合計   382,642 38.3  396,647 39.2

Ⅱ　固定負債        

１．退職給付引当金   38,840   24,705  

２．役員退職慰労引当金   36,652   25,662  

３．長期前受収益   10,388   47,155  

固定負債合計   85,880 8.6  97,523 9.6

負債合計   468,522 46.9  494,170 48.8

（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１．資本金 　  630,336 63.2  726,131 71.6

２．資本剰余金 　       

(1）資本準備金 　 371,240   467,035   

資本剰余金合計 　  371,240 37.2  467,035 46.1

３．利益剰余金 　       

(1）利益準備金 　 1,763   1,763   

(2）その他利益剰余金 　       

繰越利益剰余金 　 △473,883   △679,981   

利益剰余金合計 　  △472,119 △47.3  △678,217 △66.9

株主資本合計 　  529,456 53.1  514,949 50.8

Ⅱ　新株予約権 　  －   4,329 0.4

純資産合計 　  529,456 53.1  519,278 51.2

負債純資産合計 　  997,979 100.0  1,013,448 100.0

        

EDINET提出書類

ＴＣＢテクノロジーズ株式会社(E05330)

有価証券報告書

51/83



②【損益計算書】

  
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高        

１．サーバーソリューショ
ン事業

 －   743,177   

２．ネットインフラ構築事
業

 978,119   388,235   

３．ネット関連ソフトウェ
ア事業

 350,238 1,328,358 100.0 10,514 1,141,927 100.0

Ⅱ　売上原価 ※１       

１．サーバーソリューショ
ン事業

 －   435,115   

２．ネットインフラ構築事
業

 629,589   246,254   

３．ネット関連ソフトウェ
ア事業

 93,063 722,653 54.4 679 682,050 59.7

売上総利益   605,705 45.6  459,877 40.3

Ⅲ　販売費及び一般管理費        

１．広告宣伝費  13,469   17,053   

２．役員報酬  64,105   61,011   

３．給与・賞与  274,258   233,231   

４．賞与引当金繰入額  35,820   29,175   

５．退職給付費用  21,707   17,442   

６．役員退職慰労引当金繰
入額

 1,886   －   

７．法定福利費  32,846   26,741   

８．減価償却費  14,344   12,193   

９．地代家賃  45,464   40,855   

10．賃借料  2,891   1,490   

11．業務委託料  26,825   19,552   

12．研究開発費 ※１ 30,247   4,023   

13．支払報酬  26,019   28,901   

14．その他  96,570 686,456 51.7 95,990 587,663 51.5

営業損失   80,750 △6.1  127,786 △11.2
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前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅳ　営業外収益        

１．受取利息 　 315   359   

２．為替差益  2,245   801   

３．その他  217 2,778 0.2 665 1,826 0.1

Ⅴ　営業外費用        

１．社債利息  560   －   

２．支払保証料  1,121   －   

３．たな卸資産廃棄損  1,596   212   

４．株式交付費  －   16,171   

５．その他  98 3,377 0.2 － 16,383 1.4

経常損失   81,349 △6.1  142,343 △12.5

Ⅵ　特別利益        

１．独占販売権解約補償料 　  23,048 1.7  － －

Ⅶ　特別損失        

１．固定資産売却損 ※２ 371   －   

２．固定資産除却損 ※３ －   5,203   

３．たな卸資産評価損 　 －   3,762   

４．投資有価証券評価損 　 －   2,563   

５．関係会社株式評価損 　 212,108   －   

６．商号変更費用 　 4,462   －   

７．貸倒引当金繰入額 　 －   12,441   

８．事業譲渡関連損失 ※4,5 52,009   5,958   

９．減損損失 ※５ －   25,748   

１０．その他  　 － 268,951 20.2 5,691 61,369 5.3

税引前当期純損失   327,253 △24.6  203,712 △17.8

法人税、住民税及び事業
税

  3,776 0.3  2,384 0.2

当期純損失   331,029 △24.9  206,097 △18.0
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売上原価明細書

サーバーソリューション事業

  
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（製造原価明細）      

Ⅰ　労務費 (注)２ － － 3,540 68.9

Ⅱ　経費  － － 1,600 31.1

当期総製造費用  － － 5,140 100.0

合計  －  5,140  

期末仕掛品たな卸高  －  －  

当期製品製造原価  －  5,140  

（商品売上原価明細）      

当期商品仕入高  －  373,943  

当期製品仕入高  －  69,742  

他勘定受入高 (注)３ －  39,121  

合計  －  482,807  

他勘定振替高 (注)４ －  12,786  

期末商品たな卸高 　 －  45,293  

期末製品たな卸高  －  1,286  

差引  －  423,440  

支払ロイヤリティ  －  5,437  

ソフトウェア償却費  －  1,097  

当期商品売上原価  －  429,975  

当期売上原価  －  435,115  

      

　（注）１．原価計算の方法は個別原価計算によっております。

２．労務費のうち引当金繰入額は次のとおりであります。

 前事業年度 当事業年度

賞与引当金繰入額      － 818千円

退職給付引当金繰
入額

   － 63千円

３．他勘定受入高の内訳は次のとおりであります。

 前事業年度 当事業年度

組織変更による部
門振替

 － 39,121千円

４．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

 前事業年度 当事業年度

たな卸資産評価損      － 7,699千円

たな卸資産廃棄損      － 212千円

保守用資産に振替      － 4,633千円

見本品費  － 242千円

ネットインフラ構築事業
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前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（製造原価明細）      

Ⅰ　材料費  96,609 51.2 46,060 39.5

Ⅱ　労務費 (注)２ 10,801 5.7 14,627 12.5

Ⅲ　経費  81,449 43.1 55,904 48.0

当期総製造費用  188,859 100.0 116,592 100.0

期首仕掛品たな卸高  13,394  26,643  

合計  202,254  143,235  

期末仕掛品たな卸高  26,643  5,286  

当期製品製造原価  175,611  137,949  

（商品売上原価明細）      

期首商品たな卸高  65,482  63,722  

当期商品仕入高  452,635  157,445  

合計  518,118  221,167  

他勘定振替高 (注)３ 417  37,752  

期末商品たな卸高  63,722  75,109  

当期商品売上原価  453,978  108,305  

当期売上原価  629,589  246,254  

      

 （注）１．原価計算の方法は個別原価計算によっております。

       ２．労務費のうち引当金繰入額は次のとおりであります。

 前事業年度 当事業年度

賞与引当金繰入額      1,466千円 1,070千円

退職給付引当金繰
入額

   82千円 12千円

       ３．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

 前事業年度 当事業年度

見本品費     319千円 1,407千円

その他  98千円 61千円

組織変更による部
門振替

－ 36,283千円

 ネット関連ソフトウェア事業

  
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

期首製品たな卸高  11,927 22,041

当期製品仕入高  37,676 1

合計  49,603 22,042

他勘定振替高 (注) 1,818 21,848
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前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

期末製品たな卸高  22,041 －

差引  25,743 193

支払ロイヤリティ  30,246 426

ソフトウェア償却費  17,688 59

外注費  19,385 0

当期売上原価  93,063 679

    

　（注）　他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

 前事業年度 当事業年度

たな卸資産廃棄損   1,596千円 0千円

事業の譲渡に伴う
売却

   － 18,889千円

見本品費   77千円 3千円

その他 145千円 118千円

組織変更による部
門振替

－ 2,837千円
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

 

株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金 利益準備金

その他利益剰

余金 

繰越利益剰余

金

平成18年３月31日　残高

（千円）
623,188 364,092 1,763 △142,854 846,189 846,189

事業年度中の変動額       

新株の発行 7,148 7,148   14,296 14,296

当期純損失（△）    △331,029 △331,029 △331,029

事業年度中の変動額合計

（千円）
7,148 7,148 － △331,029 △316,733 △316,733

平成19年３月31日　残高

（千円）
630,336 371,240 1,763 △473,883 529,456 529,456

当事業年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

 

株主資本

新株予約権 純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合

計資本準備金 利益準備金

その他利益

剰余金 

繰越利益剰

余金

平成19年３月31日　残高

（千円）
630,336 371,240 1,763 △473,883 529,456 － 529,456

事業年度中の変動額        

新株の発行 95,795 95,795   191,590  191,590

当期純損失（△）    △206,097 △206,097  △206,097

株主資本以外の項目の事

業年度中の変動額（純

額）（千円）

     4,329 4,329

事業年度中の変動額合計

（千円）
95,795 95,795 － △206,097 △14,507 4,329 △10,177

平成20年３月31日　残高

（千円）
726,131 467,035 1,763 △679,981 514,949 4,329 519,278
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④【キャッシュ・フロー計算書】

  
当事業年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー 　  

税引前当期純損失（△） 　 △203,712

減価償却費 　 12,241

ソフトウェア償却費 　 1,097

減損損失 　 25,748

貸倒引当金の増減額(減少：△) 　 10,604

賞与引当金の増減額(減少：△) 　 △10,697

退職給付引当金の増減額(減少：△) 　 △14,134

役員退職慰労引当金の増減額(減少：△) 　 △10,990

受取利息 　 △359

為替差損益(差益：△) 　 128

株式交付費 　 16,171

固定資産除却損 　 5,203

投資有価証券評価損 　 2,563

事業譲渡関連損失 　 5,958

その他特別損失 　 5,691

売上債権の増減額(増加：△) 　 △15,534

たな卸資産の増減額(増加：△) 　 △22,778

仕入債務の増減額(減少：△) 　 33,653

未払消費税等の増減額(減少：△) 　 △1,408

その他資産の増減額(増加：△) 　 △26,293

その他負債の増減額(減少：△) 　 42,035

小計 　 △144,812

利息及び配当金の受取額 　 359

法人税等の支払額 　 △3,690

営業活動によるキャッシュ・フロー 　 △148,143
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当事業年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー 　  

有形固定資産の取得による支出 　 △9,180

無形固定資産の取得による支出 　 △4,194

事業譲渡による収入 ※２　 66,589

差入保証金の減少額 　 1,158

貸付による支出 　 △11,800

その他 　 △1,591

投資活動によるキャッシュ・フロー 　 40,981

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー 　  

株式発行による収入 　 185,919

財務活動によるキャッシュ・フロー 　 185,919

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 　 △128

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額(減少：△) 　 78,628

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 　 251,609

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 330,238

   

継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　当社は、前事業年度において139,194千円、当事業年度に

80,750千円の営業損失を計上しております。これにより、当

社には継続企業の前提に関する重要な疑義が存在してお

ります。

　今後におきましては、事業全体の抜本的な改革に取り組

むとともに、平成19年5月21日にビジュアルコミュニケー

ション部門を沖電気工業株式会社へ譲渡いたしました。こ

れに伴い、より大きな伸びを見込める事業へ経営資源を集

中し、売上の増加並びに業績の回復に努めます。 

　財務諸表は継続企業を前提として作成されており、上記

のような重要な疑義の影響を財務諸表には反映しており

ません。

　

　当社は、前事業年度において80,750千円、当事業年度に

127,786千円の営業損失を計上しております。これにより、

当社には継続企業の前提に関する重要な疑義が存在して

おります。

　今後におきましては、平成20年３月28日に約191,590千円

の増資を実行し事業拡大に向けての運転資金の確保を行

うとともに財務体質の強化を図りました。また、既存事業

についてはアクセスソリューション部門を中心に製商品

戦略の見直しを行うとともに、新規事業への取り組みも本

格的に開始いたします。これらの諸施策を梃子に業績の確

実な回復、黒字化を図ってまいります。 

　財務諸表は継続企業を前提として作成されており、上記

のような重要な疑義の影響を財務諸表には反映しており

ません。
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重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法を採用してお

ります。

その他有価証券

時価のないもの

移動平均法による原価法を採用してお

ります。

──────

　

その他有価証券

時価のないもの

同左

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1）商品、製品

総平均法による原価法を採用してお

ります。

(1）商品、製品

同左

 (2）仕掛品

個別法による原価法を採用しており

ます。

(2）仕掛品

同左

 (3）貯蔵品

最終仕入原価法による原価法を採用

しております。

(3）貯蔵品

──────

３．固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産

定率法を採用しております。

なお、主な耐用年数は、以下のとおり

であります。

建物………………８年～15年
工具器具備品……３年～10年

(1）有形固定資産

同左

（会計方針の変更）

法人税法の改正に伴い、当事業年度よ

り、平成19年４月１日以降に取得した
有形固定資産について、改正後の法人

税法に基づく減価償却の方法に変更し

ております。

　なお、これに伴う損益への影響は軽微

であります。

（追加情報）

法人税法の改正に伴い、平成19年３月
31日以前に取得した資産については、
改正前の法人税法に基づく減価償却の

方法の適用により、取得価額の５％相

当額に到達した事業年度の翌事業年度

より、取得価額の５％相当額と備忘価

額との差額を5年間にわたり均等償却
し、減価償却費に含めて計上しており

ます。

　なお、これに伴う損益への影響は軽微

であります。
 (2）無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間（５

年）に基づいており、市場販売目的ソ

フトウェアについては、見込販売数量

に基づく償却額と見込販売可能期間

（1.5年）に基づく定額償却額のいず

れか大きい額により償却しておりま

す。

(2）無形固定資産

同左
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項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

４．繰延資産の処理方法 ────── 株式交付費 

支出時に全額費用として処理しており

ます。 

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

売掛債権等の貸倒損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

 (2）賞与引当金

従業員の賞与金の支給に備えて、賞与

支給見込額の当期負担額を計上して

おります。

(2）賞与引当金

同左

 (3）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当期

末における退職給付債務の見込額

（簡便法により自己都合要支給額の

100％）に基づき、計上しております。

(3）退職給付引当金

同左

     （追加情報）

平成19年5月11日開催の取締役会にお
いて、ビジュアルコミュニケーション

部門を譲渡することが決議されたた

め、事業再編に伴い発生する従業員の

退職金等の支出見込額を計上しており

ます。(特別退職金：9,889千円）

──────

 (4）役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金に充てるため、当社

内規に基づく期末要支給見積額を計

上しております。

 　（追加情報）

　　従来、役員退職慰労引当金は、役員

　　の退職慰労金に充てるため、当社内規

　　に基づく当事業年度末要支給見積額を

　　計上しておりましたが、平成18年６月

　　22日の定時株主総会において、当該総

　　会日をもって役員退職慰労金制度を廃

　　止するとともに、現任の常勤役員に対

　　する６月末までの在任期間に応じた役

　　員退職金を打ち切り支給することが決

　　議されました。　　　

(4）役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金に充てるため、当社

内規に基づく当事業年度末要支給見

積額を計上しておりましたが、平成18

年６月に役員の退職慰労金制度を廃

止しましたので、平成18年７月以降新

規の引当金計上を行っておりません。

従って、当事業年度末の引当金残高

は、現任役員が平成18年６月以前に就

任していた期間に対応して計上した

額であります。

６．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス

・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

同左
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項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

７．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

────── 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還

期限の到来する短期投資からなって

おります。

８．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の処理方法 消費税等の処理方法

消費税等の会計処理は税抜方式によっ

ております。

同左

会計処理方法の変更

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　当事業年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９日）

及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成17年

12月９日）を適用しております。

　なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

529,456千円であります。

　なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部につ

いては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務諸表

等規則により作成しております。

　

──────
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表示方法の変更

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

  ――――――――――――――――― （損益計算書）

　当事業年度における事業構成の見直し及び組織変更によ

り、前事業年度までネットインフラ構築事業に含まれてい

たクラスターサーバー部門と前事業年度までネット関連

ソフトウェア事業に含まれていたミドルウェア部門の売

上高及び売上原価を、当事業年度からサーバーソリュー

ション事業の売上高及び売上原価に計上しております。

　前事業年度のネットインフラ構築事業に含まれているク

ラスターサーバー部門の売上高は445,279千円、売上原価は

284,273千円であります。前事業年度のネット関連ソフト

ウェア事業に含まれているミドルウェア部門の売上高は

237,363千円、売上原価は61,909千円であります。

　

  ――――――――――――――――― （売上原価明細書）

　当事業年度における事業構成の見直し及び組織変更によ

り、前事業年度までネットインフラ構築事業に含まれてい

たクラスターサーバー部門と前事業年度までネット関連

ソフトウェア事業に含まれていたミドルウェア部門の売

上原価を、当事業年度からサーバーソリューション事業の

売上原価に計上しております。

　なお、当事業年度と同様の区分によった場合の前事業年

度の売上原価明細書は以下の通りです。　

　 サーバーソリューション事業

区分 金額（千円）

（製造原価明細）  

Ⅰ　労務費 －

Ⅱ　経費 －

当期総製造費用 －

合計 －

期末仕掛品たな卸高 －

当期製品製造原価 －

（商品売上原価明細）  

期首商品たな卸高 10,456

期首製品たな卸高 2,559

当期商品仕入高 310,100

当期製品仕入高 21,735

合計 344,852

他勘定振替高 1,229

期末商品たな卸高 36,283

期末製品たな卸高 2,837

差引 304,501

支払ロイヤリティ 22,814

ソフトウェア償却費 513

外注費 18,354

当期商品売上原価 346,183

当期売上原価 346,183
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前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　 　ネットインフラ構築事業

区分 金額（千円）

（製造原価明細）  

Ⅰ　材料費 96,609

Ⅱ　労務費 10,801

Ⅲ　経費 81,449

当期総製造費用 188,859

期首仕掛品たな卸高 13,394

合計 202,254

期末仕掛品たな卸高 26,643

当期製品製造原価 175,611

（商品売上原価明細）  

期首商品たな卸高 55,026

当期商品仕入高 142,534

合計 197,560

他勘定振替高 417

期末商品たな卸高 27,438

当期商品売上原価 169,704

当期売上原価 345,315

  

　 　ネット関連ソフトウェア事業

区分 金額（千円）

期首製品たな卸高 9,367

当期製品仕入高 15,940

合計 25,308

他勘定振替高 589

期末製品たな卸高 19,203

差引 5,515

支払ロイヤリティ 7,432

ソフトウェア償却費 17,175

外注費 1,030

当期売上原価 31,154

  

EDINET提出書類

ＴＣＢテクノロジーズ株式会社(E05330)

有価証券報告書

64/83



注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成19年３月31日現在）

当事業年度
（平成20年３月31日現在）

※１　関係会社項目

　関係会社に対するものが、次のとおり含まれております。

売掛金 14,367千円

短期貸付金 16,200千円

その他流動資産 39千円

(貸倒引当金） △30,607千円

             ――――――――――――――

             ―――――――――――――― ※２　前事業年度において流動資産の「売掛金」、「短期

貸付金」及び「その他」に計上していた債権（30,607

千円）について、回収予定が長期化したことから、固

定資産の「長期貸付金」及び「長期未収入金」へ振

り替えております。これに伴い、当該債権に対する貸

倒引当金を流動資産から固定資産へ振り替えており

ます。       
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

の総額

※１　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

の総額

 30,247千円  4,023千円

※２  固定資産売却損は、工具器具備品の売却によるもの

であります。    

※２　    ―――――――――――――――――

※３　    ――――――――――――――――― ※３　固定資産除却損は、建物3,798千円、工具器具備品

1,404千円であります。　   

※４　事業譲渡関連損失は、事業譲渡に伴い発生した損失

であり、その内訳は次のとおりであります。

ソフトウェア償却 5,881千円

減損損失 5,630千円

特別退職金 9,889千円

貸倒引当金繰入額 30,607千円

合計 52,009千円

※４　事業譲渡関連損失は、事業譲渡に伴いソフトウェア

を一括償却したものであります。

※５　減損損失

　当事業年度において、当社は以下の資産グループに

ついて減損損失を計上しました。

（１）減損損失を認識した主な資産

場所 用途 種類

東京都港区 譲渡予定資産
工具器具備品及
びソフトウェア

※５　減損損失

　当事業年度において、当社は以下の資産グループに

ついて減損損失を計上しました。

（１）減損損失を認識した主な資産

場所 用途 種類

本社（東京都
港区）

ネットインフ
ラ構築事業資
産

工具器具備品他

本社（東京都
港区）

サーバーソ
リューション
事業資産

工具器具備品、ソ
フトウェア他 

本社（東京都
港区）

全社資産
建物、工具器具備
品、ソフトウェア
他 

（２）減損損失の認識に至った経緯

　ビジュアルコミュニケーション部門の事業譲渡に伴

い、譲渡予定資産のうち売却合意価額が簿価を下回っ

ているものを減額し、当該減少額を減損損失として特

別損失に計上しております。

（２）減損損失の認識に至った経緯

　経営環境の悪化により経常的な収益が見込めなく

なったため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失として特別損失に計上しており

ます。

（３）減損損失の金額

工具器具備品 870千円

ソフトウェア 4,760千円

合計 5,630千円

（３）減損損失の金額

建物 6,947千円

工具器具備品 11,563千円

ソフトウェア他 7,237千円

合計 25,748千円

（４）資産のグルーピングの方法

　当社は減損会計の適用にあたり、事業単位を基準と

した管理会計上の区分に従って資産グルーピングを

行っております。

（４）資産のグルーピングの方法

同左

（５）回収可能価額の算定方法

　当資産グループの回収可能価額は正味売却可能価額

により測定しており、正味売却可能額は主として売却

合意価額を使用しております。

（５）回収可能価額の算定方法

　回収可能価額の算定は、使用価値により測定してお

りますが、将来キャッシュ・フローに基づく使用価値

がマイナスとなる資産については、回収可能価額を備

忘価額としております。
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

該当事項はありません。

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

発行済株式     

普通株式（注） 12,091 2,737 － 14,828

合計 12,091 2,737 － 14,828

 （注）普通株式数の増加株式数2,737株は、第三者割当による新株の発行によるものであります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（株）
当事業年度
末残高
（千円）

前事業年度
末

当事業年度
増加

当事業年度
減少

当事業年度
末

 提出会社
平成20年新株予約権

（注）１，２
普通株式 － 1,760 － 1,760 4,329

合計 － － 1,760 － 1,760 4,329

 （注）１．平成20年新株予約権の当事業年度増加は、新株予約権の発行によるものであります。

 　　　２．平成20年新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。

（キャッシュ・フロー計算書関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

         　 ―――――――――――――― ※１　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

　 （平成20年３月31日現在）
 現金及び預金勘定 330,238千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 － 

現金及び現金同等物 330,238千円

　 ※２　事業譲渡により減少した資産及び負債の内訳

 流動資産 44,179千円

固定資産 39,535千円

小計 83,715千円

前受金との相殺 17,125千円 

差引：事業譲渡による収入 66,589千円

（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

重要性が乏しく、契約１件当たりの金額が少額なため、財

務諸表等規則第８条の６第６項の規定により、記載を省略

しております。

同左
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（有価証券関係）

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）
子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

当事業年度（平成20年３月31日現在）
１．時価評価されていない主な有価証券の内容

種類 貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券  

非上場株式 1,028

（デリバティブ取引関係）

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）
当社はデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。

（退職給付関係）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．採用している退職給付制度の概要

当社は確定給付型の制度として退職一時金制度を設けて

おります。

また、従来の退職金制度に上積みして連合設立型の厚生年

金基金に加入しておりますが、自社の拠出に対応する年金

資産の額が合理的に計算できないため、「退職給付に係る

会計基準注解」注12に定める処理を行っております。

２．退職給付債務に関する事項

退職給付債務 24,705千円

退職給付引当金 24,705千円

　連合設立型の厚生年金基金の加入員及び受給権者の

割合により計算した年金資産の額は115,657千円であ
ります。

３．退職給付費用に関する事項

(1）勤務費用 7,361千円
(2）厚生年金基金への要拠出額
（従業員拠出額を除く）

10,450千円

退職給付費用 17,812千円

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

退職給付債務については、簡便法により、算出しておりま

す。

５．要拠出額を退職給付費用として処理している複数事

業主制度に関する事項

(1）制度全体の積立状況に関する事項（平成19年３月31
日現在）

年金資産の額 7,717,227千円
年金財政計算上の給付債務の額 7,211,091千円

差引額 506,136千円

(2）制度全体に占める当社の加入人数割合（自平成19年
４月１日　至平成20年３月31日）

1.5％
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（ストック・オプション等関係）

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 
平成14年

ストック・オプション
平成16年

ストック・オプション

付与対象者の区分及び数
取締役４名、従業員46名及び入社予定者

１名
取締役３名、従業員50名

ストック・オプション数 普通株式　　　600株 普通株式　　　443株

付与日 平成14年11月22日 平成16年12月15日

権利確定条件

 権利行使時においても当社の取締役又

は従業員であることを要する。ただし、

会社都合により退職したときを除く。

 同左

対象勤務期間
 自 平成14年11月22日

至 平成16年11月１日

 自 平成16年12月15日

至 平成18年６月30日

権利行使期間
 自 平成16年11月２日

至 平成24年11月１日

 自 平成18年７月１日

 至 平成20年６月30日

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当事業年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株

式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

 
平成14年

ストック・オプション
平成16年

ストック・オプション

権利確定前　　　　（株）   

前事業年度末 － －

付与 － －

失効 － －

権利確定 － －

未確定残 － －

権利確定後　　　　（株）   

前事業年度末 223 315

権利確定 － －

権利行使 － －

失効 － 15

未行使残 223 300

②　単価情報

 
平成14年

ストック・オプション
平成16年

ストック・オプション

権利行使価格　　　　　　（円） 120,000 131,685

行使時平均株価　　　　　（円） － －

公正な評価単価（付与日）（円） － －

EDINET提出書類

ＴＣＢテクノロジーズ株式会社(E05330)

有価証券報告書

69/83



（税効果会計関係）

１．繰延税金資産の発生の主な原因別内訳

  
前事業年度

(平成19年３月31日現在)  
当事業年度

(平成20年３月31日現在)

繰延税金資産 (千円)  (千円)

 未払事業税 872  290

 賞与引当金 16,993  12,640

 減価償却費 17,726  11,515

 退職給付引当金 15,803  10,052

 役員退職慰労引当金 14,913  10,441

 一括償却資産 1,117  1,274

 貸倒引当金 13,802  18,117

 関係会社株式評価損 86,306  －

 減損損失 2,291  10,476

 たな卸資産評価損 －  1,613

 投資有価証券評価損 －  1,042

 法人税額控除 2,955  486

 繰越欠損金 221,981  396,863

 その他 3,335  3,171

 繰延税金資産小計 398,101  477,987

 評価性引当額 △398,101  △477,987

 繰延税金資産合計 －  －

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

前事業年度（平成19年３月31日現在）

　税引前当期純損失を計上しているため、記載を省略しております。

当事業年度（平成20年３月31日現在）

　税引前当期純損失を計上しているため、記載を省略しております。

（持分法損益等）

当事業年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

当社は、関連会社を有していないため、該当事項はありません。 
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（企業結合等関係）

当事業年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

１．分離先企業の名称、分離した事業の内容、事業分離を行った主な理由、事業分離日及び法的形式を含む事業分離

の概要

(1)分離先企業の名称及び分離した事業の内容

名　　　称：沖電気工業株式会社

事業の内容：ソフトウェア型ビデオ会議システム「ビジュアルネクサス」の開発・販売・輸出・サポート・

保守等に関する国内外の事業

(2)事業分離を行った主な理由

ビジュアルコミュニケーション部門に関する技術開発及び販促活動コストと当社における現有の経営資源、各

事業とのバランス、及び投資回収期間などを総合的に検討したところ、ビジュアルコミュニケーション部門は

当社自身で執り行う許容範囲を超えると判断し、事業譲渡することを決定いたしました。

(3)事業分離日

平成19年５月21日

(4)法的形式を含む事業分離の概要

当社を分離元企業とし、沖電気工業株式会社を分離先企業とする事業譲渡を実施しました。

２．実施した会計処理

(1)移転損益の額　　　５百万円（損失）　　

(2)移転した事業に係る資産及び負債の適正な帳簿価額並びにその内訳　

 資産項目 金額（百万円）

流動資産 44

固定資産 39

合計 83

３．当事業年度の損益計算書に計上されている分離した事業に係る損益の概算額

　  金額（百万円）

売上高 10

営業利益 △13

経常利益 △13
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【関連当事者との取引】

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

(1）親会社及び法人主要株主等

属性
会社等
の名称

住所
資本金
（百万円）

事業の
内容又
は職業

議決権等
の所有

(被所有)
割合(％)

関係内容
取引の
内容

取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上
の関係

 主要株主

(会社等)
ダイワボウ情

報システム㈱

大阪市

中央区
11,300 卸売業

(被所有)
直接

20.3
兼任2名

当社製商

品の販売

製商品の

販売

（注）１

80,599
 （注）２

売掛金
8,547

（注）２

(2）役員及び個人主要株主等

属性 氏名 住所
資本金
（百万円）

事業の
内容又
は職業

議決権等
の所有

(被所有)
割合(％)

関係内容
取引の
内容

取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上
の関係

 役員 角田　幸治 　― ―

日本Ｍ＆

Ａマネジ

メント㈱

代表取締

役（注）

３

　

　　―

　

―

第三者割

当増資ア

ドバイザ

リー業務

第三者割

当増資の

指導

（注）１

10,000
 （注）２

 ―  ―

 取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）１．価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の上で決定しております。

　　　２．取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

　　　３．日本Ｍ＆Ａマネジメント株式会社は、当社株式を2,737（18.46%）株所有し第２位の株主であるJTC Partner Fundの

業務執行組合員であり、かつ当社株式を1,832株（12.36%）所有し第３位の株主であるJMAM Value Driver投資

事業組合の業務執行組合員であります。

（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額       43,789円31銭

１株当たり当期純損失金額       27,478円15銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失が

計上されているため記載しておりません。

１株当たり純資産額 34,728円15銭

１株当たり当期純損失金額 17,004円74銭

同左

  

　（注）　１株当たり当期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。

 
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり当期純損失金額   

当期純損失（千円） 331,029 206,097

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純損失（千円） 331,029 206,097

期中平均株式数（株） 12,047 12,120

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかっ

た潜在株式の概要

 新株予約権２種類（新株予約権の

数538個）

 新株予約権３種類（新株予約権の

数699個）
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（重要な後発事象）

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　当社は、平成19年５月21日にビジュアルコミュニケーション部門を沖電気工業株式会社へ譲渡いたしました。

１．事業譲渡の理由

ビジュアルコミュニケーション部門に関する技術開発及び販促活動コストと当社における現有の経営資源、各事業と

のバランス、及び投資回収期間などを総合的に検討したところ、ビジュアルコミュニケーション部門は当社自身で執り

行う許容範囲を超えると判断し、事業譲渡することを決定いたしました。

２．譲渡事業の内容

１）譲渡事業

ソフトウェア型ビデオ会議システム「ビジュアルネクサス」の開発・販売・輸出・サポート・保守等に関する国内

外の事業。

２）譲渡部門の平成19年３月期における経営成績(単位：百万円）

　

ビジュアルコ

ミュニケーショ

ン部門

当社実績 比率(%)

売上高 112 1,328 8.5

売上総利益 81 605 13.4

営業利益 △77 △80 －

経常利益 △77 △81 －

 （注）ビジュアルコミュニケーション部門の営業利益・経常利益数値は、全社経費の賦課分を除いております。

３) 譲渡資産の項目及び金額

譲渡価格は、譲渡日前日の営業終了時点における譲渡対象の評価額をベースに決定し、現金により決済いたしました。

当該資産の平成19年３月31日現在の状況は以下のとおりであります。

 資産項目 金額（百万円）

流動資産 33

固定資産 43

合計 76

（注）この他に、平成19年4月以降に支出のロイヤリティー約9百万円が対象資産となります（対象資産には、現預金な

らびに売掛金は含まれません）。

４) 事業譲渡の日程

平成19年５月11日 取締役会決議

平成19年５月17日 事業譲渡契約書締結

平成19年５月21日 事業譲渡日 

５) 譲渡価格

85百万円

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　該当事項はありません。
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⑤【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（千円）

投資有価証

券

その他有

価証券

㈱シティケーブルネット 100 591

㈱アールネットコミュニケーション 40 436

小計 140 1,028

計 140 1,028

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末残
高（千円）

有形固定資産        

建物 15,567 6,118
18,446

(6,947)
3,239 3,239 1,095 0

工具器具備品 58,773 3,258
34,496

(11,563)
27,534 27,534 7,777 0

有形固定資産計 74,340 9,376
52,943

(18,511)
30,774 30,773 8,873 0

無形固定資産        

商標権 4,103 －
2,171

(187)　
1,931 1,179 152 752

ソフトウェア 67,346 6,867
48,894

(6,406)
25,319 24,528 4,300 791

その他 3,117 3,594
6,602

(643)
110 110 10 0

無形固定資産計 74,567 10,462
57,669

(7,237)
27,361 25,817 4,464 1,543

長期前払費用 2,859 17,761 1,141 19,479 － － 19,479

繰延資産 － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －

　（注）　当期増加額及び当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。

１．当期増加額

建物附属設備　　　レイアウト変更による建物附属設備工事一式であります。　

工具器具備品　　　主にコンピュータシステム機器の購入であります。　

ソフトウェア　　　主に販売用ソフトウェアの製造原価、販売用ソフトウェアの購入であります。　

２．当期減少額

建物附属設備　　　主にレイアウト変更による除却及び減損損失による減少であります。　

工具器具備品　　　事業譲渡による売却及び減損損失による減少であります。　

商標権　　　　　　事業譲渡による売却による減少であります。

ソフトウェア　　　事業譲渡による売却及び減損損失による減少であります。　

３．「当期減少額」欄の（　）内は内書きで、減損損失の計上額であります。
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【社債明細表】

　　該当事項はありません。

【借入金等明細表】

　該当事項はありません。

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 33,921 10,605 － － 44,526

賞与引当金 41,762 31,065 41,762 － 31,065

役員退職慰労引当金 36,652 － 10,990 － 25,662
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

イ．現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 300

預金の種類  

普通預金 329,938

小計 329,938

合計 330,238

ロ．売掛金

相手先別内訳

相手先 金額（千円）

㈱エフ・エフ・シー 295,894

富士通㈱ 19,596

大興電子通信㈱ 19,177

㈱JALインフォテック 17,083

東日本電信電話㈱ 10,521

その他 132,161

合計 494,434

売掛金の発生及び回収ならびに滞留状況

前期繰越高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

次期繰越高
（千円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

×100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
366

487,964 1,199,016 1,192,545 494,434 70.6 149.9

　（注）　当期発生高には消費税等が含まれております。

ハ．商品

品名 金額（千円）

IT関連機器 120,402

合計 120,402

ニ．製品

品名 金額（千円）

ソフトウェア他 1,286

合計 1,286

ホ．仕掛品
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品名 金額（千円）

システム構築に係る仕掛品 5,286

合計 5,286

②　流動負債

イ．買掛金

相手先 金額（千円）

㈱トーメンエレクトロニクス 233,901

サンプラス㈱ 11,729

大同通信建設㈱ 3,701

サン・マイクロシステムズ㈱ 3,646

Propalms Ltd. 3,151

その他 17,555

合計 273,684

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月３１日まで

定時株主総会 毎年６月

基準日 ３月３１日

株券の種類 1株券、10株券、100株券

剰余金の配当の基準日
９月３０日

３月３１日

１単元の株式数 ―

株式の名義書換え  

取扱場所
東京都港区芝三丁目３３番１号

　中央三井信託銀行株式会社　本店

株主名簿管理人
東京都港区芝三丁目３３番１号

　中央三井信託銀行株式会社

取次所
中央三井信託銀行株式会社　全国各支店

日本証券代行株式会社　本店、全国各支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り  

取扱場所 ―

株主名簿管理人 ―

取次所 ―

買取手数料 ―

公告掲載方法

公告掲載方法を電子公告としております。但し、事故その他やむを得ない事

由によって電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新

聞に掲載して行います。

なお、公告掲載場所は当社ホームページ（http://www.tcbtech.co.jp）であり

ます。

株主に対する特典 該当事項はありません。

　（注）平成18年６月22日開催の定時株主総会において定款の一部を変更し、端株の取扱いは廃止としております。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(１) 有価証券報告書及びその添付書類

事業年度（第11期）（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）　　平成19年６月21日 関東財務局長に提出

(２) 有価証券報告書の訂正報告書

平成19年６月21日提出の有価証券報告書に係る訂正報告書であります。　　平成19年10月19日 関東財務局長に提出

(３) 半期報告書

事業年度（第12期中）（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）　平成19年12月20日 関東財務局長に提出

(４) 有価証券届出書（第三者割当増資）及びその添付書類 　　　　　　　　　平成20年３月13日 関東財務局長に提出

(５) 有価証券届出書（新株予約権証券）及びその添付書類 　　　　　　　　　平成19年３月13日 関東財務局長に提出

(６) 有価証券届出書（第三者割当増資）の訂正届出書

平成20年３月13日提出の有価証券届出書（第三者割当増資）に係る訂正報告書であります。

平成20年３月14日 関東財務局長に提出

(７) 有価証券届出書（新株予約権証券）の訂正届出書

平成20年３月13日提出の有価証券届出書（新株予約権証券）に係る訂正報告書であります。

平成20年３月14日 関東財務局長に提出

(８) 有価証券届出書（新株予約権証券）の訂正届出書

平成20年３月13日提出の有価証券届出書（新株予約権証券）に係る訂正報告書であります。

平成20年３月18日 関東財務局長に提出

(９) 有価証券届出書（新株予約権証券）の訂正届出書

平成20年３月13日提出の有価証券届出書（新株予約権証券）に係る訂正報告書であります。

平成20年３月19日 関東財務局長に提出

(10) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（監査公認会計士等）の規定に基づく臨時報告書

平成20年５月20日 関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書

平成19年6月20日

ＴＣＢテクノロジーズ株式会社

取　締　役　会　 御　中

み　す　ず　監　査　法　人

 

 
指　定　社　員
業務執行社員

公認会計士　和　田　芳　幸

   

 
指　定　社　員
業務執行社員

公認会計士　伊　藤　恭　治

   

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているＴＣＢテクノロ

ジーズ株式会社の平成18年4月1日から平成19年3月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損

益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に

連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経

営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表

示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ＴＣＢテクノ

ロジーズ株式会社及び連結子会社の平成19年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

追記情報

　１．継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は継続して営業損失を計上している状況にあり、継続企業の前

提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。連結財務諸表は継続企

業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を連結財務諸表には反映していない。

　２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年5月21日にビジュアルコミュニケーション部門を沖電気工業株式

会社へ譲渡した。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 

　（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途

保管しております。
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書

平成19年6月20日

ＴＣＢテクノロジーズ株式会社

取　締　役　会　 御　中

み　す　ず　監　査　法　人

 

 
指　定　社　員
業務執行社員

公認会計士　和　田　芳　幸

   

 
指　定　社　員
業務執行社員

公認会計士　伊　藤　恭　治

   

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているＴＣＢテクノロ

ジーズ株式会社の平成18年4月1日から平成19年3月31日までの第11期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株

主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に

財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討

することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ＴＣＢテクノロ

ジーズ株式会社の平成19年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

 

追記情報

　１．継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は継続して営業損失を計上している状況にあり、継続企業の前

提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。財務諸表は継続企業を

前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を財務諸表には反映していない。

　２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年5月21日にビジュアルコミュニケーション部門を沖電気工業株式

会社へ譲渡した。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 

　（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途

保管しております。
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独立監査人の監査報告書

 平成20年６月10日

ＴＣＢテクノロジーズ株式会社  

 取締役会　御中    

 新日本監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 内山　敏彦　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 伊藤　恭治　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

ＴＣＢテクノロジーズ株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第12期事業年度の財務諸表、すなわち、貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ＴＣＢテクノ

ロジーズ株式会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。　

追記情報　

　継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は継続して営業損失を計上している状況にあり、継続企業の前提に

関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。財務諸表は継続企業を前

提として作成されており、このような重要な疑義の影響を財務諸表には反映していない。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上　

　（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管しております。
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